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<概要>

1.はじめに

男女雇用機会均等法施行後 10年余が経過し､科学技術分野でも科学技術会議答申や科学技

術基本計画の中で女性の活躍機会の拡大が取り上げられてきた｡女性の活躍機会を広げること

は､男女共同参画という社会的要請､人材の多様化､将来の人材確保という面から重要と考え

られている｡

当研究所では､科学技術分野における男女の機会均等ならびに中長期的な人材確保という観

点から､科学技術分野-の女性の進出に関する一連の調査を行ってきた.女性研究者の現状に

関する調査においては､女性研究者は増加 しているが､進出促進のためには大学自然科学系-

の進学者増加が重要であること等を指摘した｡次いで､大学自然科学系-の女子の進学に関す

る調査において､卒業後の将来設計をしやすくすることの必要性等を挙げた｡また､企業の研

究者 ･技術者に対するキャリアニーズに関する調査において､企業が技術系女性の採用を梼謄

する要因として､配属先が男性に比べ限定されること､出産や育児に伴う両立の問題があるこ

とを明らかにした｡このような中で､自然科学系を専攻した女性には就業に際しどのような活

躍の場があり､どのような問題があるかを明らかにすることは､重要な課題と考えられる｡

そこで本調査では､この 10年で企業に属する女性研究者 ･技術者が増加したことから企業

の技術系女性に焦点を当て､その採用､配置､育成､勤続 (育児との両立)の状況についてイ

ンタビュー調査およびアンケー ト調査を行い､女性の活躍機会を拡大するための企業の取り組

み状況および問題点を示し､今後の方向性を検討した｡

2.方法

最近の大卒理系女子採用数の多い企業に対して､①技術系女性社員の採用､配置､育成､お

よび家庭との両立に関する人事担当者-のインタビュー調査､②女性社員の採用､配置､育成

に関する技術系女性社員､事務系女性社員､技術系上司-のアンケー ト調査､③家庭との両立

に関する技術系女性社員-のアンケー ト調査を行った｡調査期間は 1997年 10月から1998年 7

月である｡

調査対象者 調査内容 調査方法 回答数

①人事担当者 女性の採用､配置､育成､ インタビュー 24社

育児との両立の状況 (一部アンケー ト) (うちアンケー ト4社)

事務系女性､

技術系上司

女性の採用､配置､育成

の状沢

アンケー ト 7社 (技術系女性21名､

事務系女性20名､

アンケー ト 10社 (86名)

3.既存資料に見る就業状況

自然科学を専門とする女性研究者は 1997年に 45,465人となり､1985年から1997年までに

人数は4.3倍に､全研究者に占める女性研究者の割合は2.5倍になった｡

四年制大学卒技術系の採用にあたって男性のみ採用の職種がある事業所は全体の 61.7%であ

り､その理由は ｢女性の応募がなかった｣である｡



食合せ女性の職務内専 (単位 :%)

事務系聴種 IL人事教育 Ej稔務

田tRl査 ts)広報 ■営業

口生産技術 その他 Iその他

qz]推理 匂企画 口法務 ■財務

D販売 技術系取種 ■研究開発 口情報処理

E)無回答

配置を見ると､製造業では総合職女性の20%が研究開発に従事している｡

女性全般の勤続状況を見ると､妊娠や出産による退城した者の割合は 1997年には 19%に減

少した｡出産した女性のうち 64.5%が休業し､約半数の事業所で情報提供等の措置がなされて

いる｡復職後に勤務時間短縮等の措置がある事業所は 75.1%である｡再雇用制度をもつ事業所

は25.7%であるが､そのうち実際に再雇用者がいた事業所は13%である｡

4.事例調査に見る就業状況

4.1.女性の活荘機会拡大の効果に関する認識

人事側は､女性活用のプラス要因は､男女共同参画という社会的要請に応えること､優秀な

人材の確保､女性の感性 ･視点-の期待であり､マイナス要因は､配属部署が限定されること､

人事対応が複雑となること､パワー低下の可能性があること､中途退職が多いことと常識して

いる｡企業にとって現状

に適 した活用とは､中途

退職をある程度前提とし

た上で､仕事に打ち込め

るときにやりやすい部署

で十分に活属してもらい､

家庭 との両立問題が生じ

たら､両立可能な者に対

し個別に対応する､とい

うのが多数を占めている｡

上司や女性は､仕事と

家庭 との両立の制度や施

設が未整備であること､

中途退職の可能性が高い

ことが間唐と考えている｡

女性が活躍するにあたっての課超 (単位 :人)

受け入れ態勢の兼寿傭

両立のためのtlJ度､施投の未整備

体力､安全面による部署の限定

得意分野､関心分野の偏り

女性にプロ慧陣が不足

総合的判断能力の訓練不足

中途退職のおそれ

会社の活用方針が不明確
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4.2.採用の状況

採用状況を見ると､男女雇用機会均等法を機に採用が本格化 し､現在､工学系については大

学での女子学生割合にほぼ見合った割合で､その他においてはやや低めの割合で採用が行われ

ている｡

人事側の工夫としては､①新規参入分野などで優秀な人材を確保するため積極採用を行って

いる例､②女性の応募を増やすため､学科指定なし､自由応募､女性対象の就職情報誌-の掲

載など募集方法を工夫している例がある｡

上司は､性別に関係なく採用すべきと考えている｡女性は､女性活用が特別視されることを

あまり望んでいない｡

4.3.配置および育成の状況

配置と育成の状況を見ると､研究､開発､解析 ･分析､コンピュータ関連等の部署への配属

が多い｡技術系であること､生産現場配属が稀であることという条件が重なり､配置転換､特

に遠隔地-の転勤の経験者は少ない｡

人事側の工夫としては､①平均的に勤続年数が短いため､早期に成果の出る部署や希望の部

署で育成する例､②体力を要する部署を避けたり､女性の適性から配置を考える例､③受け入

れ側の意識や設備の整い具合に応 じて配置する例､④女性の勤続Lやすさを考えて､勤務地､

専門領域､業務を限定した職掌を設けている例がある｡

女性配属-の意識を見ると､上司は､部下の性別にこだわらない割合が過半数だが､自由度

が低いことなどから同能力なら男性部下を希望する

者もいる｡

女性の仕事経験を見ると､上司は､男性部下と同

様に仕事を与えているが､体力や家庭の状況も考慮

している｡一方女性は､仕事を担当する上で女性で

あることが判断基準となった経験をした者は少ない

が､職域は限定されていると感じている｡仕事のや

りやすさを見ると､上司は､業務限定などのため女

性は使いにくいと考える者と男女の違いはないと考

える者が半々である｡女性は､社内では仕事をスム

ーズに進められるが､社外との交渉においては仕事

のや りにくさを感 じる者が多い｡女性に対する評価

には個人差の大きさが窺えるO

女性の稚域限定の有無
(技術系女性回答)

4.4.勤続 (育児との両立)の状沢

勤続 (育児との両立)の状況を見ると､配偶者の転勤および育児を理由に退職する者が多い0

勤続 している女性のいる企業で入社 10年後の在籍率は3-5割が多い｡女性は､育児休職から

の復職後は残業減免などの配慮を受けている者が多い｡

人事側の工夫としては､①休業期間を長めに設定している例､②復職後に部署内で業務の調

整をする例､③子供のある女性の遠隔地-の転勤を避ける例､④中途退職 した女性の経験､専

門を生かした業務や補助業務で活用している例がある｡
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女性は､前例があると

育児休業に見通しを持つ

ことができ､休業を肯定

的に捉えるようになる｡

育児休業にあたっては､

実務から離れること-の

不安､復職後満足のいく

仕事が難 しくなるのでは

という不安､負い目を感

じるという精神的負担を

感 じている｡休職中には､

職場との連絡､自己研鎌､

復職後の両立の準備を行

っている｡

育児休業にあたっての問題や不安 (単位 ;人)

進捗状況情報なし

専門分野情報なし

会社琳馨情報なし

実務から離れる

負い目を感じる

両立国難

満足いく仕事困難

会社側の評価

復職後の配属先

その他

5.技術系女性の特徴

5.1.条件や立場の違いから見た特赦

既存調査における女性全般の状況と比較すると､事例調査の技術系女性の場合､高度の専門

性を持つことから､育児休業中の能力維持 ･向上の一律的な支援が難しいこと､休業者の業務

をそのまま引き継げる代替要点の確保が難しいという特徴がある｡

人事側､上司､女性という立場による相違を見ると､女性は､活躍にあたっての課題として

企業の姿勢を挙げる者が上司より多い｡配属や育成に関しては､上司は社外との交渉において

も問題ないと考えているが､女性はやりにくさを感じる者が多い｡

技術系､事務系という職種による相違を見ると､事務系女性と比べ技術系女性の方が､女性

の視点 ･観点を生かすという意袖が薄く､そうした取り上げ方は職域を狭めるおそれがあると

考える者が多い｡実際､琳域が限定されていると考える者が多い｡また､人間関係が仕事に影

響することが少ない｡

5.2.企業の取り組み姿勢の違いから見た特徴

積極的に女性活用に取り組んでいる企業に属する女性は､業務の進捗情報や専門分野の情報

がないことに対する不安は少ないが､負い目､思い通りに仕事ができない不安､評価-の不安

を感じている｡休職中の女性に対して､上司の配慮による情報提供や自宅から会社ネットワー

ク-の接続などが行われていることが､情報-の不安を軽減している理由の一つと考えられる｡

5.3.科学技術分野と女性に関する一連の調査との関連

｢女性研究者の現状に関する基礎調査｣によれば､女性に適していると言われている研究分

野では現時点での継続の最大課題として育児が､また将来の課庵として昇進昇格が挙げられて

いる｡研究所以外に属する技術系女性も含んだ本調査では､それに加え､職域限定の問題と社

外での仕事のやりにくさが挙げられている｡
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｢女子の理工系専攻-の進学における要因に関する調査研究｣によれば､｢仕事｣は女子の

理工系進学の重要な要因の一つである｡また､女子学生は就職にあたり処遇等に性差がないこ

とや育児制度が充実していることを重視している｡本調査では､女性活用に積極的に取り組む

企業については良い情報が伝わり､優秀な女子学生が応募してくるという状況が見られる｡ま

た､状況が許さなくなれば女性が退職するという男女学生の勤続意識､および社会環境が整わ

ない現状が､本調査での中途退職のおそれにつながっている｡

6.現状での問題点と今後の方向性

6.l.活用の問題点

第一に､女性の配置 ･育成が､社会環境条件の整備状況､企業の受け入れ態勢などに大きく

左右されるという問題がある｡第二に､過半数の退職を見込んだ上で育成するので､意欲の高

い者の活躍が阻害されるのではないかという危快がある｡第三に､育児休業がきちんと位置づ

けられていないため､女性がスキル維持に困難を感じたり､周囲-の負い目を感じるなど､両

立に不安を抱いており､出産を諦めたり､中途退職するおそれがある｡第四に､復職後は時間

制約のため業務内容が限られ､仕事機会の喪失につながるおそれがある｡第五に､評価や処遇

の面で不利益を被るのではという不安が気力低下を招くおそれがある｡第六に､転勤先が少な

いため､配偶者の転勤に伴う中途退職が生ずるという問題がある｡

6.2.活躍機会の拡大に向けての今後の方向性

科学技術人材の育成､確保という観点から､今後より適性のある分野で長期にわたって活躍

できるような状況を作ること､すなわち分野の拡大と年数の拡大が求められる｡

そのためには､保育施設を量的にも質的にも充実させること､育児休職中の情報交換や大学

の講座聴講等による知識修得を可能にすること､家庭と両立可能な人事システムを作ることが

重要である｡また､任期付任用制度や重点研究支援協力員制度等制度の活用による休業支援､

および大学や学会との連携によるウオーミングアップシステムや人材バンクシステムの整備な

ど中途退職者の活躍機会の提供に関する検討も重要である｡

女性の活躍の機会を広げるには､多様なキャリアパスを用意し､これまでの ｢中途退職をあ

る程度前提として活躍してもらい､結婚､出産後は個別に対応する｣という考え方から､｢勤続

の阻害要因を取り除き､女性の持つ能力､適性を長期にわたり最大限に発揮してもらう｣とい

う考え方､社会に転換する必要があろう｡
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<本文>

1. はじめに

男女雇用機会均等法施行以降､さまざまな分野で女性の能力発揮に向けた議論がなされ､

育児休業法､介護休業法等の法整備､および保育施設や制度の整備などが徐々に進んできた｡

また､少子化､高齢化社会-の対応という観点から､家庭生活を大事にしながら働ける社会

の仕組みが必要であるとの指摘がなされ､家庭に優 しい企業を認定する制度も検討されてい

る｡しかし､依然として家庭との両立の問題は女性の就労にあたっての大きな課題となって

いる｡

科学技術分野においても科学技術会議答申や科学技術基本計画の中で女性の活躍機会の拡

大が取り上げられてきた｡女性の活躍機会を増やすことは､①男女共同参画という社会の要

請､②人材の多様化､③将来の人材不足を見据えた人材確保､の3点から重要であると考え

られている｡

当研究所では､科学技術分野における男女の機会均等ならびに中長期的な人材確保 という

観点から､科学技術分野-の女性の参加促進に関する一連の調査を行ってきた｡女性研究者

の現状に関する調査においては､女性研究者数は増加傾向にあること､研究者増加のために

は供給源である大学自然科学系-の進学者の増加策が重要であること､女性研究者自身は他

の職業と比べ能力を十分に発揮でき､より適正に評価されやりがいがあると考えていること

を明らかにした｡次いで､大学自然科学系-の女子の進学に関する調査を行い､工学は男子

向きという意識があること､生活の中での体験を自然科学系-の進学のきっかけとする女子

が少ないこと､女子は物理に対する苦手意識が強いこと､女子の方が工学は就職に有利とい

う意識が弱いこと等を明らかにした｡また､企業の研究者 ･技術者に対するキャリアニーズ

に関する調査において､企業が技術系女性の採用を痔謄する要因として､配属先が男性に比

べ限定されること､出産や育児に伴 う両立の問題があることを明らかにした｡自然科学系を

専攻した女性には現在 どのような活躍の場があり､活躍機会を拡大するにはどのような課題

があるかを明らかにすることは､現時点における人材の有効活用､および将来の人材の確保

という面から重要と考えられる｡

企業では､性別を意識した採用の時代から､女性も男性も同じように働くという時代とな

り､この 10年で企業に所属する女性研究者 ･技術者数は大きく増加した｡当初のブーム的な

活用が去り､景気低迷下で人手不足感が消滅した現在でも､研究者 ･技術者を多数採用して

いる企業では､採用者の中にある程度の割合で女性が含まれるのが常態となっている｡女性

研究者 ･技術者の問題を考える上で､企業のウエイ トが高まってきたと言える｡

現状では男性より自由度が低い女性に対し､企業ではさまざまな制約の中でなるべく女性

研究者 ･技術者に活躍 してもらうための工夫がなされ､職場では女性や上司などが不都合を

感じながらも諸問題に対応していると思われる｡しかし､特別な対策を講じている一部の先

行的な企業の事例は紹介されているものの､全般的に見て具体的にどのような状況にあるの

かは見えにくい｡

そこで､企業が現状下で採っている対策と職場での実態を示すこと､およびそこでの問題

点を明らかにし､活躍機会を拡大するための取り組みを検討することを目的として､女性研

究者 ･技術者を多く採用している企業を対象とした事例調査を行った｡
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職業生活に関しては､就職､配置転換 ･出向､能力開発､昇進昇格､勤続､退職という項

目が挙げられる｡昇進昇格および退職は､均等法施行後 10年余であることから今後の検討事

項と考えられるため､本調査では採用 (就職)､配置 ･育成 (配置転換 ･出向､能力開発)､

勤続について取り上げた｡ただし､勤続については､現在最大課題と思われる家庭､特に育

児との両立という側面に絞った｡

本レポー トでは､3章において既存資料から見た女性全般あるいは技術系女性社員の就莱

状況を､4章において今回の事例調査から見た女性研究者 ･技術者の就業状況を､5章にお

いて現状での問題点と女性の活躍機会を拡大するための今後の方向性について述べる｡
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2.方法

2.1. 調査対象

本調査は女性研究者 ･技術者の就業状況の事例調査であることから､実例を多く持つとい

う意味で技術系の女性社員を多数採用していることを企業選択の条件とした｡業種により事

情が異なることを考慮し､まず主要業種を選択し､次に業種ごとに2-4社を選択 したO採

用数データは､会社四季報 '98就職シリーズの学生就職版および女子学生就職版1に掲載され

ている1995年～1997年の大卒理系女子採用数を用いた｡企業選択の手順は次のとおりである｡

1)主要業種の選択

大学で比較的女子学生割合の高い専攻に関連することを条件として主要業種を選択した｡

具体的には､建設､食品､化学 (繊維含む)､医薬品､電気機器､情報サービスの6業種

である｡

2)企業の選択

上記の主要6業種につき､①採用数が多いこと､②なるべく東京近郊に本社もしくは研

究開発の拠点があること､を条件として2-4社を選択した｡その他に､上記の条件にあ

てはまる製造業の企業3社 (機械､精密機器､その他製造)､および参考として小売業 1

社を加えた｡

上述6業種の掲載企業および調査対象とした企業のプロフィールを表 2-1に示す｡調査対

象企業の平均値から見た企業像は､大卒理系の女子ばかりでなく男子の採用数も多く､従業

員数が多め (規模が大きめ)であり､大卒理系採用総数に占める女子数の割合はやや高め (莱

種平均程度もしくはそれ以上)となっている｡掲載企業 (6業種)において､理系女子採用

数は理系男子採用数および従業員数との相関が0.6程度である｡大卒理系採用総数に占める女

子数の割合との相関は0.4程度とそれほど高くないが､女子割合と他項目との相関の中では理

系女子採用数との相関が最も高い｡

表 2-1 調査対象企業のプロフィール

平均従業員数 (範囲)
平均理系採用数 (1995-1997年の平均)

女子割合 (範囲)

雫書芸霊讐 企業) 24 を14,,14.0.0～ 75,600, 128

掲載企業 (6業種) 339 :;0.0.0～ 75,600) 36

15%
(4%～ 57%)
11%
(0%～70%)

2.2. 調査方法

調査は､①人事部門または研究開発部門の人事担当者-のインタビュー (以降､人事担当

調査)､②技術系女性社員､事務系 (営業含む)女性社員および技術系上司-の就業意識に関

するアンケー ト (以降､就業意識調査)､③技術系女性社員-の仕事と家庭との両立に関する

アンケー ト (以降､両立状況調査)から構成される｡調査実施時期や企業側の事情により､

1東洋経済新報社刊｡学生就職版は四年制大学の男女学生を対象としており､女子学生就職版は四年制大学､短期大学､

専門学校の女子学生を対象としている｡
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調査内容は企業により若干異なる｡予備調査での事例も適宜含めることとする｡

ここで技術系女性社員とは､大学 (院)で自然科学を専攻し､入社後､研究､開発､設計､

生産技術など自然科学の専門知識を要する業務に就いた経験をもつ女性である｡ただし､企

業によっては自然科学以外を専攻した者が含まれる場合もある1｡事務系女性社員とは管理部

門等に属する自然科学以外を専攻した女性のことをいい､営業系女性社員も含むものとする｡

ただし､企業によっては自然科学を専攻した者が含まれる場合もある2｡技術系上司とは前述

の技術的業務を行う部門で技術系女性社員の直属上司もしくはそれと同等の職位の者をいう｡

具体的には､技術系女性社員および技術系上司は研究開発部門や生産技術部門などに属する

者､事務系女性社員は人事部門や総務部門などに属する者を想定した｡女性については､技

術系事務系ともいわゆる総合職を対象としたが､企業によりそれ以外の者が含まれる場合も

ある｡

調査の詳細を以下に示す｡また､各調査の調査事項を表2-2に､回答状況を表2-3に示す｡

①人事担当調査 (インタビュー調査｡一部アンケー ト調査)

対象企業 :上記条件により選択した企業24社

調査方法 :人事部門もしくは研究開発部門の人事担当者-のインタビュー｡インタビュー

実施が困難な場合は､質問事項を郵送し紙面で回答を求めるアンケー ト形式｡

調査期間 :1997年 10月～1998年6月

調査内容 :技術系女性社員の採用状況､配置 ･育成状況､勤続状況

回答状況 :直接インタビュー実施 20社 アンケー ト形式で実施 4社

②就業意識調査 (アンケー ト調査)

対象企業 :①の対象企業のうち7社

訴査方法 :技術系女性社員､事務系 (営業含む)女性社員､技術系上司につき､各 5名

計 15名の抽出を依頼｡人事経由で調査票配布､当人より返送｡

調査期間 :1997年 10月～11月

調査内容 :採用 (就職)､配置 ･育成に関する意識

回答状況 :技術系女性社員 21/35名 事務系女性社員 20/35名 上司 22/35名

③両立状況調査 (アンケー ト調査)

対象企業 :①の対象企業のうち10社

調査方法 :技術系女性社員のうち､①子供あり､②既婚､③1990年以前に入社の順で優

先条件として各社 10名の抽出を依頼｡人事経由で調査票配布､当人より返送｡

調査期間 :1998年4月～7月

調査内容 :家庭との両立の現状と希望

回答状況 :86/100名

1 自然科学以外を専攻した情報処理技術者

2MR (医療情報担当者)
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表 2-2 調査事項

項目 ①人事担当調査 ②就業意識調査(女性) ②就業意識調査(上司) ③両立状況調査

女性活躍の捉え方

採用時の重視事項

適当な採用割合

配属打診-の回答

女性部下-の姿勢

仕事上の男女差

女性の適性

社内外の人間関係

女性に対する評価

望ましい配属方針

望ましい両立体制

･女性活躍の捉え方

･就職時の情報収集

･マスコミの影響

･女性である影響

･他の女性の影響

･仕事上の男女差

･女性の適性

･社内外の人間関係

･評価処遇の状況

･望ましい配属方針

･望ましい両立体制

採用 :至芸芸票芸志 方
･採用の工夫

警震､ ‡曇蓋買霊芝票況

･社内外の人間関係

･女性に対する評価

･配置､育成の工夫

勤続 '.慧 荒 性､子供

のある女性の割合

･勤続の工夫

業務経験

家庭の状況変化 と

対応

育休体験と問題

希望するシステム

再就職の希望

表 2-3 調査対象企業数 とアンケー ト回答状況

①人事担当調査 ②就業意識調査 ③両立状況調査

建設 4

食品 2(うち､アンケート1)
化学 4(うち､アンケート1)
医薬品 3(うち､アンくトト2)
電気機器 4
情報 4
その他 3

計 24社

1 4/5 2/5 4/5 1 9/10

2 19/20

1 10/10
1 5/5 5/5 4/5 1 10/10

1 4/5 2/5 5/5 3 18/30
1 0/5 3/5 0/5 2 20/20
3 8/15 8/15 9/15

7社 2u35 20/35 22/35 10社 86/100

(参考) 1(小売)

注)②､③の調査において､技術女性は技術系女性社員を､事務女性は事務系女性社員を､技術上司は技術

系上司のことを指す｡なお数値は､それぞれの回答状況 (回収数/配布教)である｡
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3.既存資料に見る就業状況

本章では､既存調査から女性全般もしくは技術系女性の採用､配置､育成､勤続 (育児と

の両立)の状況を見る｡主な資料は､労働省女性局 ｢女性雇用管理基本調査｣ 1である｡それ

以外の出所は各表に記す｡

3.1. 採用､配置､育成

自然科学を専門とする研究者のうち会社等に属する者を見ると､1985年から1997年までに

女性研究者数は4.3倍に､全研究者に占める女性研究者の割合は2.5倍になり､女性研究者の

中で会社等に属する者の割合は 27%から43%に増加した (表 3-1)｡会社四季報就職シリーズ

により調査対象業種の 1990年から 1997年までの大卒理系採用者の女性割合を見ると2､医薬

品が 30%程度と高く､次いで食品､化学､情報サービスが 15%程度､そして電気機器と建設

が 10%以下となっている｡ほとんどの業種で､1994年あたりでやや低下し､その状態を維持

している (図3-1)｡

採用にあたって男性のみ採用の職種がある割合を見ると､全体では61.7%､製造業は64.7%

である｡規模別では､規模が大きいほど割合が減少する｡男性のみ採用の理由として､技術

系については ｢女性の応募がなかった｣が多い (表3-2,3)｡

表 3-1 自然科学を専門とする研究者の数 (単位:人)

3機関 (会社等､研究機関､大学)計

2.0%
3.2%
4.6,ち
4.9%

1985 382,619 16,589
1990 485,954 25,856
1995 575,995 39,976
1997 605,535 45,465

出所)給務庁 r科学技術研究館査報告書｣

4.3%
5.3%
6.9%
7.5%

図 3･1 大卒理系女子採用状況 (1990-1997)

228,199
310,553
373,229
394.336

1990 1091 1992 1993 1094 1095 1998 1907

4,488
9,941
17,249
19.412

-くト.暮牧57杜

-{1一･･*晶42牡

-dr一化学50社

-与ト aB晶28牡

一斗 .･･ttL76杜

l女性雇用管理基本調査では､3年周期で女性の活用状況爾査､育児 ･介護休業制度実施状況網査､母性保護等実施状

況調査を実施している｡最近では､平成 7年度に女性の活用状況等調査､平成8年度に育児 ･介護休業制度等実施状

況胡査､平成9年度に母性保護等実施状況調査を行っている｡なお､平成8年度までの名称は ｢女子雇用管理基本調
査｣である｡

2 各年の掲載企業のうち､1990-1997年の男女別理系文系別採用数が明らかな企業のみを集計した｡
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表 3-2 産業別､規模別採用状況 (四年制大学卒技術系)(平成7年度調査)(単位 :%)

産業､規模 採用あり t採用なし 不明

計 16.4(100) (37.0)

製造業 21.4(100) (34.1)

5000人以上 67.3(100) (70.8)

1000-4999人 57.8(100) (53.6)

300- 999人 39.0(100) (40.5)

(16) (617) 832

(14) (6m47) 780 0i9
(41) (267) 327

(23) (444) 420 02

(18) (578) 608 02

表 3-3 男性のみ採用の理由 (平成 7年度調査)(単位 ･%)

技術系 24.2 10.1(100) (29.7)

事務･営業系 14.7 8.0(100) (ll.5)

図 3-2 配置状況および男性のみ配置の理由

生産 m 73%

情報処理Ⅲ冊日日日日冊84%TⅢ日日‖…日日皿■i議

研究開発 mⅢ Ⅲ 68%岬Ⅲ 日日冊 ~瓦 コ

営業 m 58%1 41

企画岨帖冊=冊 82%阻 血 山 肌 転 嘉

人事帖‖相川日日川咽89%皿ⅢⅢⅢⅠⅡ】』]
1%

皿男女とも配置 ■女性のみ配置あり

□男性のみ配置あり

(24.0)

(46.7)

(39.4)

(29.3)

時間外労働多い

深夜業あり

労基法規制

体力要

出張転勤あり

外部折衝多い

高度の判断力要

技能?る女性なし

女性適任者なし

部署希望せず

その他

不明

(6.9)

(12,5)

配置状況を見ると､営業および研究開発に男性のみ配置の例が多く､その理由として､営

業では外部折衝が多いこと､研究開発では技能など適格者がいないことが挙げられている (図

3-2)O-方､総合職女性の配置状況を見ると､製造業において研究開発は 20%を占め最多で

ある (図 3-3)｡総合職女性は配置されているがまだ人数が少ないため､女性全般で見ると､

営業や研究開発に配置 されている女性の人数は少なくなると考えられる｡会社四季報就職シ

リーズの学生就職版 と女子学生就聴版の職種欄を企業 ごとに比較 し､ どちらか一方に記載 さ

れた職種の中で多いものを見ると､表 3-4のようであるO女子学生就職版は短期大学生および

専門学校生を対象 とす る職種 も掲載 されているため厳密な比較にはならないが､女子学生に

対象を限定した場合､① ｢開発｣｢研究開発｣とい う語 より ｢研究｣ とい う語が多 くなり､開

発が強調 されなくなる､②生産技術関連業務､技術営業業務の記述が見 られない､ とい う特

徴がある｡
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図 3-3 総合職女性の職務内容 (単位:%)

事務系聴種II人事教育 口軽務 口軽理 Ea企画 匂法務 I財務
El調査 El広報 ■営業 El販売 技術系職種■研究開発 口情報処理
口生産技術 その他 dその他 E)無回答

出所)21世範稚業財団 r稔食職女性の武美実感析査結果報青書J(1993年)

表 3-4 会社四季報就職シリーズ学生就職版､女子学生就職版に記述された職種の違い

業種 (掲戦数) 学生就職版のみに見られる職種 女子学生就職版のみに見られる職種

- (31) 芸芸で芸 (9)､設計 (8'､虹 管理 (7'､ プログラ- (4)

食品 (41) 芸芸冨芸 霊 ;:芸芸等霊 ‡;冒)･ 研究 (9)･プログラ- (4)

化学 (35, 芸宝器 琶雷 (28'､研究開発 (20)t 研究 (15,･プログラ- (6,

医薬品 (21) 学術 (10)､生産技術 (10) MR (4)

電気- (72) 孟宗 霊篤 農 (.29i)i讐 )M発 (18)～ - (13).プログラ- (8)

情報サーt'ス(37) ハードウエア設計 (3) プログラマ (5)
射 瀬種の後の数字は嬢当す~る企業数である｡例えば､女手就満版のみに見られる職種欄のプログラマ4と臥 掲載企業のうち

4社がプログラマの稚種を女子就職版のみに掲載していろという意味である｡

3.2. 勤続 (育児との両立)

500人以上規模の事業所における育児休業

実施状況は次のよ うである｡女性常用労働者

のうち配偶者のいる者の割合は 35.1%､その

うち出産者の割合は 5.5%である｡出産者の う

ち育児休業を取得 した女性は64.5%であるが､

配偶者が出産 した男性で育児休業を取得 した

者は O.07%とごくわずかである (表 3-5)｡育

児休業期間については､女性では 1年未満で

さまざまな選択がされているが､男性では3

か月未満の取得者が 64.7%と過半数を占める

(表 3-6)｡妊娠､出産により退職 した者の 30

人以上規模の事業所における 10年間の推移を

見ると､その割合は 30%程度で一定であった

ものが平成 9年度は 19%と大きく減少 してい
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表 3-5 育児休業取得者の割合 (平成8年度調査)(単位 :%)

出産した女性労働者に占める
育児休業取得者の割合

配偶者が出産した男性労働者に占める
育児休業取得者の割合

計(30人～) 44.5 0.16
500人～ 64.5 0.07

表 3-6 育児休業期間別の取得者割合 (平成8年度調査)(単位 :%)

女性 男性

規模 3ケ月未 3-6ケ6-10ケ 10--12 12--2424ケ月 3ケ月未 3-6ケ6--10ケ10-12

計(30人～) 16.2 24.4 25.8 29.2 4.0 0.4 86.9 1.4 0.3 11.3
500人- 15.1 21.2 27.7 29.7 5.8 0.4 64.7 23.5 11.8
注)H7.4.1-H8.3.31までの1年間に復職した者-100%

表 3-7 代替要員の採用の有無および採用しなかった理由別事業所割合 (平成8年度調査)
(単位 :%)

規模 採用した 採用せず 理由 (複数回答)
a(30̂ ～) 31.8 66.4(100) (8.8) (7.0) (22.0) (65.3) (15.0) (0.4)
500人～ 26.3 71.0(100) (7.3) (4.2) (21.9) (71.1) (13.1) (0.5)
注)育児休業制度の規定がある事業所においてH7.4.1-H8.7.1の間に育児休業を開始した者がいた事業所-loo‰

表 3-8 育児休業取得者に対する職業能力の維持､向上の措置および内容別事業所割合

(平成8年度調査)(単位 :%)

規模 講じてい 内容 (複数回答) l講じていない 無回答
計(30人～) 32.5(100) (80.8) (31.5) (9.1) (1.1) 67.3 0.2

500̂ ～ 48.7(100) (93.9) (27.0) (3.0) (1.3) 51.2 0.1

る (図3-4)0

休業者に対 して代替要員が配置された事業所の割合は 26.3%であり､配置 しない理由とし

ては ｢代替要員の採用は不必要である｣が 71.1%を占める (表 3-7)｡休業者に対し能力の維

持､向上のための措置がなされたのは48.7%であり､その大半は情報提供である (表 3-8)｡

復職後に勤務時間短縮等の措置があるのは 75.1%であり､短時間勤務､時差出勤 (始業 ･

終業時刻の繰上げ ･繰下げ)および所定外労働の免除が多い｡その利用者はほとんど女性で

あるが､フレックスタイム制度は男性の利用が多い (表 319)O

育児や介護による退職者を再雇用する制度を持つ事業所は 25.7%であるが､そのうち実際再

雇用者がいた事業所は 13%にすぎない (表 3-10)0

育児休業制度について､会社四季報就職シ リーズに掲載 された企業の状況を見ると､子供

が満 1歳になるまでの期間､休職もしくは短時間勤務を認めるという規定の企業が多い (義

3-ll)｡製造業の中では､電気機器において整備が進んでいる｡ これは､電気機器は比較的企

業規模が大きく､総合職､一般職､技能職など多くの女性を抱えているためである｡再雇用

制度について見ると､再雇用時の身分はさまざまである｡勤続年数や離職期間に制限をつけ

ている企業が多く､離職期間は､小売業では 10年が､その他では3年が多い (表 3-12)0
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表 3･9 勤務時間短縮等の措置の有無別事業所割合および利用者割令 (平成 8年度調査) (単位 :%)

規模 実施割合 措置の種類
短時間勤 フ レック 時差出勤 所定外労 事業所内 育児経費

計(30人～) 41.2(100) (60.0) (14.2) (43.7) (48.8) (4.4) (2.1)
500人～ 75.1(100) (64.7) (16.1) (31.4) (50.5) (7.6) (5.2)

措置がある事業所の利用者の割合 (従業旦600人以上の事業所)(単位 :%)

措正がある事業所 利用者の男女比 出直した女性労働 配偶者が出産した

のうち利用者のあ (女性 :男性) 者に占める利用者 男性労働者に占め

短時間勤務

フレックスタイム

時差出勤

所定外労働免除

事業所内託児施設

育児蓮井の援助

8
Cq
LL3
6
Cr)
LO

3
3
LO
4
0一
O

CQ
I,1
2
1
7
1

99.I:0.9
16.6:83.4
99.5:0.5
99.3:0.7
99.5:0.5

100: -

LO
1
LO
6
7
eQ

15
9
11
8
33
13

0
4
0
0
3

0
6
0
0
0

注)措dEがある事業所において H7.4.1-H8.3.31までに出産した着 (配偶者が出産した男性を含む)のうち､ZI8.7.1までに

措鷹の利用を叩始した者 (利用の申出をしている者を含む)の割合である.

表 3-10 育児､介護 による退職者 を再雇用す る制度 をもつ事業所の割合 (平成 8年度調査)

(単位 :%)

制度あり 制度ありの事業所-100%

計(30人～) 20.7(100) (44.5) (54.5) (1.0) 11.3 12.1
500̂ ～ 25.1(100) (79.1) (19.3) (1.6) 29.5 13.0

表 3･11 企業の育児休業制度 (休職期間+短時間勤務期間の計が 1年 を超 える企業)

掲載敦 1歳後 3月 1年半超 2年超

未まで､また 2年まで 3年まで
は

1年半まで
31 2

3年超 1年超の

制度もつ
企業割合

6%建 設

食 品

化 学

医薬品
ゴ ム

機 械

屯気機器

輸送用機器

その他製造

1
LO
1
4
4
2
5

0

4
3
2

CV3
7
ウ
-
3

AV2

2 7%
2 1 1 11%

l
1
4

2

5%

2 5%

6%
18%8%

7%

情報サーヒ◆ス 37 2
卸 売 80
小 売 76 1

金融 ･保険 133 1

1 19%
1 4%
11 3 25%
5 5%

注)建設業､製造業､情報サービス業､およびその他業種で掲載企業数の多い3業種 (卸売､小売､金融保険)を掲げた｡
ただし､製造業のうち､繊維.パルプ･粧､石油､ガラス･土石､鉄鋼､非鉄金属､金属袈晶､稚塘僻 は掲載企業の中
に1年を息える制度をもつ企業がないため省略した｡
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表 3-12 再雇用制度を持つ企業

業種

有制度企業

敬/掲載企

業数

正社員 として

正社員または

アルハ■ィトとして

建 設

食 品

繊 維

化 学

医薬品
ゴ ム

がラス･土石

鉄 鋼

非鉄金属

金 属

機 械
電気機器

輸送機器

精密機器

その他製造

情報サーヒ◆ス
卸 売

小 売

金融 ･保険

4/31 2

4/24

6/35

2/21

1ノ4

4/7

2/7

1J6

1/8 1

6/3 4 2

25/7 2 10

5/25 2

3/8 1

5/30 3

5/37 3

22/80 5

50/76 17

60/133 16

1 1 2 3

J
1

I
1

1

H

3
1

3

1

1

4

3

2

1

3

5

2

1
2

2

4

2

1

1

3

3

l
4

1

l
3

1

4

1

.L3

3

5

3

･
l
1
2
3
2

･
2
!5
5

8

身分＼離職期間(午) 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 15

正社員 として 1 3 1 1 1 2 1

正社員,アルハ◆ィトとして 1 1
アルハ●イトとして

記載な し 1 10 3 1 1

(業種別例)

電気機器 1 6 2
小 売 1 3 1

注) 1.建設業､穀造業､情報サービス業､およびその他業種で掲載企業数の多い3業種 (卸売､小売､金融保険)を掲げた｡

ただし､製造業のうち､パルプ ･紙および石油は掲載企業の中に制度を持つ企業がないため省略した｡

2.｢アルバイ ト｣には､嘱託､契約社員､準社員､臨時､登録制､パー ト､派遣等を含む｡

3.｢制度はないが事例あり｣は､ケースバイケースに分類した｡

4.定年退職後の再雇用と明記されているものは除いた｡
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4.事例調査に見る就業状況

技術系の女性社員を多数採用している企業では､人事側は､社会衆境整備の状況等を踏ま

え､プラス面とマイナス面を考慮の上工夫して現状に適した活用を図り､一方､職場での女

性や上司は､人事側の工夫の中で､女性が働くこと､女性と働くことのやりやすさ､やりに

くさなどを感じながら個々に問題に対処していると考えられる｡

本章では､4.1節で女性の活躍機会が広がることの効果をどう考えているかについて､4.2

節で採用について､4.3節で配置と育成について､4.4節で勤続 (育児との両立)について､

それぞれ概況､人事の立場からの考え方 (人事担当者-のインタビュー結果)､一緒に仕事を

する立場からの考え方 (技術系上司および技術系女性社員-のアンケー ト結果)を取り上げ

る｡女性社員のうちの技術系と事務系の比較において違いが見られる項目については､その

都度記述する｡なお以降では､上司とは技術系上司を､女性とは技術系女性社員を指す｡

4.1.女性の活産機会拡大の効果に関する放散

人事担当調査から､企業を女性活用に向かわせるもの (プラス要因)と女性活用から遠ざ

けるもの (マイナス要因)を見ると次のようである｡

プラス要因の第-は､男女共同参画社会､女性全般の社会進出という社会の要請に応える

ことである｡情報サービス以外の業種では､将来的な不足は予想されたとしても､景気低迷

の影響もあり現時点で人材不足感はない｡全体的に採用数を抑えている中で､退職率の高い

女性を採用することに抵抗感もある｡しかし､今後女性の重要性が増すであろうとの認識を

持ち､また企業イメージも重要であるので､社会の要請に応えようという意識が強い｡

第二は､優秀な人材の供給源となることである｡男性でも女性でもとにかく優秀な人を採

りたいという考えが強い｡また､人材が不足している分野あるいは不足が確実に予測される

分野の場合､企業側の持つ条件により男性だけで優秀な人材の確保が難しい場合､バブル期

のように全体的に人材が不足した場合などでは､供給源として女性への注目度が高まる｡

第三は､明確な言葉では言い表せない漠とした女性-の期待である｡例えば､｢世の中には

男性と女性がいるのだから､女性も加わる方が良い｡｣｢男性と女性は価値観や思考過程など

異なる面を持つ｡その異なる人間が一つのタスクをやることが重要である｡｣というものであ

る｡同じ意味で､｢女性だけの開発チームはうまくいかない｡感性のぶつかり合いがあって初

めて良いものが生まれる｡｣との意見もある｡また､女性消費者が多い､女性顧客の意見が重

要などの場合には､ユーザーに近い分野で女性ならではの視点､女性の活躍が期待される｡

撤密､根気など従来女性の特性とされてきたことに期待する例も少数見られる｡

マイナス要因の第-は､配属部署が限定されることである｡それは､女性には難しいため

配属を避ける部署があること､および女性に向いていると思われるため比較的多く配属する

部署があることである｡前者の例としては生産現場やしのぎを削る開発競争が行われている

分野が､後者の例としては研究部門､分析 ･解析部門､コンピュータ関連部門が挙げられる｡

女性を配属しにくい部署があることについては､技術系の配属先として生産現場の占める

割合は低いこと､元々そうした部署での活用を想定していないこと､技術系全体に占める女

性割合は非常に小さいことから､現時点では問題としては捉えられていない｡比較的女性が
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多く配属される部署があることについても問題とされていない｡しかし配属部署が限定され

ることは､男性と比べ活用の自由度が低くなることは確かであるC

第二は､人事対応が複雑で個別に行わなければならないことである｡現時点では､制度化

すると権利となり難しい面が出てくる､部署によりまた個人により事情が異なるなどの理由

から､家庭状況のさまざまな変化に対しては制度ではなく部署内で個別の対応が行われてい

る｡しかし､人員補充がない中での対応は周囲の人にとって厳 しいものとなる場合がある｡

今後女性が増加すると個別対応は難しくなり､組織としての対応が必要になるだろうと､

人事担当者は考えている｡女性の社会進出が進むにつれ､社員の仕事と家庭の関わり方を含

めた新たな人事対応が必要となる｡

第三は､結婚､出産などの私的な変化に伴い､パワー (働く意欲または情熱)が低下する

場合があることである｡仕事上で完全に独立する時期とそれらの変化がおこる時期が重なる

ことも多く､将来-の不安や悩み､家庭との両立の大変さなどが原因の一つと考えられてい

る｡育児休職からの復職後はキャッチアップのため通常以上に気力､体力が必要となるが､

モチベーションが落ちたり､持久力が低下する可能性が考えられる｡また､男女全く同じよ

うに働くことを基準とすれば､女性の負担が大きい現状で仕事に割り当てる時間と体力が限

られることはパワー低下と映るかもしれない｡

第四は､中途退職が多いことである｡人事担当者は､女性の中途退職は仕方ないことと認

識している｡仕事と家庭のバランスの取り方は個々の条件や考え方に関わるものであるとし

て､女性が家庭を優先させて退職することに一定の理解を示している0｢子供が､家庭が｣と

言っていられない業務事情､納期の厳しさなど､仕事の性質を考えると家庭を優先させて退

職することは仕方ないという意見である｡しかし､大学での女子学生割合に比べて採用者の

女性割合が低いのは､女性の勤続年数が短くあてにならないということだという指摘もあっ

た｡女性割合が高くなるにつれ中途退職の影響は大きくなると考えられる｡

女性活用には､｢勤続の阻害要因を取り除きどれだけ長く活躍してもらうか｣という方向と､

中途退職をある程度前提とした上で ｢在籍中にどれだけ活躍してもらうか｣という方向があ

る｡全般的に見ると､現時点では後者に重点が置かれている｡技術系の中に占める女性割合

が低いため中途退職が多くても影響は小さいこと､および現実に7､8年は勤続が期待でき

るためと考えられる｡｢仕事に打ち込めることが確実なうちは､やりやすい部署で十分に活荏

してもらう｡結婚､出産後は､条件が整い両立が可能な者に対しては個別に対応する｡｣とい

うのが企業にとって現状に適した活用と言える｡

表 4-1 女性の活躍機会の拡大についての捉え方 (単位:人)

技術系上司 技術系女性 事務系女性

性別に関係なく一個人として能力を生かす

社会の流れに沿う

女性活用の土壌を作り､将来に生かす

女性が加わることで､人材が多様化する

新たな視点の提供

男性だけでは人材確保難の分野で女性の能力生かす

蘇-

15 15 12
9 12 9

6 4 2
1 3 0
9 5 13
4 2 5

22 21 20
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表 4-2 女性が加わることによる職場の変化 (単位:人)

技術系上司 技術系女性 事務系女性

10 6 10
2 5 6
m 12 14
1 1 1

1 0 0
7 6 7

職場の活性化

就労珊境､条件の見直し

JB牛の券囲気､鵬 が良くなる

串直な意見交換が生まれる

対立､不満が生まれる

男女の違いはない

22 21 20

一方､女性および彼女

らと同じ職場で働 く上

司は､女性の活躍機会

が拡大する効果 と課庵

について次のように考

えている｡

女性活躍の効果 とし

て､女性 も上司も ｢性

別に関係なく一個人 と

して｣｢社会の流れ に

沿 う｣といった項 目を

挙げた者が多い｡違い

はあったとしても､そ

れは性別に由来するも

のではなく個人個人の

違いと捉えてお り､女

図 4-1 女性が活躍するにあたっての課題 (単位:人)

受け入れ並勢の未整備

両立のための朝丘､施設の未整傭

体力､安全面による部署の限定

得意分野､関心分野の偏り

女性にプE)意練が不足

稔合的判断能力の訓練不足

中途退職のおそれ

会社の活用方針が不明確

性であることに何か意

味があるとは考えてい

ない (表 411)O女性が加わることによる職場の変化 としては､職場の活性化､雰囲気が良く

なるなどの効果があると考えている (表 4-2)0

課題 としては､受け入れ態勢の未整備､両立のための制度や施設の未整備､中途退職のお

それが挙げられる (図4-1)｡

4.2, 採用の状況

a) 概況

工学系専攻を主として採用する企業では学校推薦による採用が多い｡この場合当該専攻の

女子学生割合が採用状況を左右する｡かつて推薦で女性が挙がることは稀であり､女性採用

は数年に1人とい う程度であった｡ しかし､1985年頃から工学系専攻入学者の女子割合が上

昇 したこともあり､女性が推薦に含まれるようになった｡男女雇用機会均等法施行後､女性

を採用しようとい う意織が高まったこと､また､バブル期には人材不足感が高まり､工学系

だけでなく理学系の女性も多数採用 したことから女性割合が高まったが､現在のところ女性
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割合は1割程度という企業が多い｡学校基本調査報告書 (文部省)から当該年の工学系卒業

者の女子学生割合1を見ると､採用者女性割合はそれにほぼ一致する0

理学系､農学系､薬学など工学系に比べ女子学生割合の多い専攻を多く採用している企業

では､補助職としての採用も含め技術系の女性採用の歴史が古く､採用者に占める女性割合

は2-3割である｡しかし､中には修士､博士の採用状況が男女で異なる例も見られる｡卒

業者の女子学生割合と比較すると､採用者女性割合はこれをやや下回る傾向にある｡

医薬品では､1992年よりMR (医薬情報担当者)が薬の価格交渉に携わることができなく

なり､売 り込みから薬品の情報伝達-と仕事の性格が変わったことから､MRとして薬学専

攻の女性を積極的に採用する企業が出てきた｡情報サービスや電気機器では､1980年頃から

人材確保の重要性を認識 し､他の業種に先がけてソフトウェア開発､システム開発に携わる

女性の採用を活発化させ､主に数学や化学などの理学系専攻者の採用を行った｡

情報サービスでは､ソフ トウェア開発は専攻より個人の資質による部分が大きいこと､ま

たヒューマンインターフェースなど自然科学以外の資質も必要とされることから､学部学科

にこだわらず広く採用を行っている｡そのため､他業種と比べ採用者の女性割合は2-4割

とやや高めである｡

事務系と比較すると､技術系は先んじていると言える｡技術系から女性採用を開始した､

事務系では女性割合を考慮して採用する､総合職は技術系のみといった例が見られる｡その

理由として､技術系は専門をもっているので使いやすい､事務系は残業制限があり男性と同

等には働けない､事務系は総合職での応募がないなどが挙げられている｡労働基準法の改正

により事務系においても残業可能になることから､繁忙部署-配属範囲を広げようと事務系

女性の採用数を増加させる企業もあるが､一方で､業界慣行などから事務系女性の活躍の場

はまだ狭く､また歴史も浅いことから､試行段階のため採用数を絞っているという企業もあ

る｡

男女雇用機会均等法の影響は､均等法以降総合職採用が開始された事務系ほど顕著ではな

い｡前述のように､技術系では､以前より少数ながら採用を行っていたり､均等法施行より

やや早く女性採用を開始 したなどの例が多いためである｡ しかし､昔から補助業務担当や専

門業務担当 (一般職､もしくは一般職と総合職の中間の職)として技術系の女性採用を行っ

ていた企業では､事務系と同様に総合職へのコース転換の例が見られる｡また､均等法を機

に技術系の女性採用を本格化させた企業もある｡

変化の例を以下に示す｡

･女性は補助職として活用していたが､補助職は総合職-のコース転換により統合し､総合職のみ

の採用としたD(食品､化学､医薬品)

･女性は専門業務職として活用していたが､総合職としての採用も開始し､専門業務職は､一定の

条件を満たせば本人の希望と能力次第で総合職-転換可としたO(建設)

･女性は学士のみだったが､徐々に修士､博士を採用するようになった｡(医薬品)

1進学者を除く卒業者の女子学生割合 (出所 :文部省 ｢学校基本調査報告書｣)

(学部) (修士課程)

理学系 工学系 農学系 薬学 理学系 工学系 農学系 薬学

1995 24% 7% 30% 70% 19% 4% 20% 25%
1996 25% 8% 33% 71% 17% 5% 21% 31%
1997 28% 9% 37% 72% 20% 6% 25% 36%
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b) 人事側の工夫

人事側は､採用にあたって､①優秀な人材を確保するため積極的に女性採用を行っている

事例､②女性の応募を増やすため募集方法を工夫している事例がある｡

①積極的な女性採用

企業が多角化に伴い新規事業に参入する場合､積極的に女性採用が行われる｡男性はその

分野で実額のある企業に集中する傾向が強く､新規参入企業はレベルの高い人材を必要数確

保することが難しくなる｡そこで､優秀な女性を積極的に採用することとなる｡社内に蓄積

がないことから経験者採用も活発に行われ､女性採用の例もある｡歴史がないため女性を入

れやすいという側面もある｡

将来の必要性を見据えて女性採用に取り組んでいる企業もある｡具体的には､会社 トップ

が性別によらない活用の方針を掲げている､女性社員割合の目標を掲げている､女性活用推

進のための組織を設けているなどである｡

情報サービスは今後の人材不足が予想されるため､女性採用に積極的である｡

②募集の工夫

情報サービスでは､文系の中にも適格者がいることから､学校推薦だけでなく自由応募も

併用する､学部学科指定なしにする､経験者採用にあたって女性向けの転職情報誌にも掲載

するなど､女性の応募を増やす工夫がなされている｡

その他の業種では､バブル期には女性を採るために大学の先輩女性がリクルーターとなっ

た例もあるが､現在特に女性を意識した採用は行っていない｡しかし､募集パンフレットの

先輩紹介棚にはたいてい女性も掲載されている｡

女性活用を積極的に行ってきたため優秀な女子学生が応募してくれるという企業がある｡

今後も応募者のレベルの高さを維持できるよう女性の勤続や能力発揮に取り組みたいとして

いるが､これは間接的ではあるが優秀な女性を確保するための募集の工夫と言えよう｡女子

学生の応募を増加させるため女性活用とそのPRについて社内で検討を始めた企業もある｡

C) 上司､女性の意識

上司は､男性と同様の基準で女性を採用すべきであると考えているが､勤続意志の確認が

重要としている (表 4-3)｡採用割合は今程度が良いと考える者が約半数である (表 4-4)｡現

状はすでに受け入れられているが､全く性別不問というわけではない｡

女性は､就職にあたって女性の活躍状況などの情報を何らかの形で得た者が事務系と比べ

て少ない (表 4-5)｡少数であるため ｢女性の場合は｣という設定が成り立たず､当人にも意

識がないことや学校推薦が多いことが理由と考えられる｡女性の活躍がマスコミ等で取り上

げられることによる情報提供については､女性活用検討のきっかけになる､女性の存在のア

ピールになる､科学技術分野を目指す女性-のエールになるなど肯定的な回答と､女性の職

域を狭めるおそれがある､女性を広告塔にしているなど否定的な回答が同程度である (表4-6)｡

他社の入社面接で ｢結婚や出産で辞めるか､結婚の予定はあるか､をしつこく聞かれた｣｢女

性採用枠があらかじめ決まっているように感じた｣という経験をしたという記述がある｡
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表 4-3 女性を採用するとき重視すべき点 (技術系上司回答)(単位:人)

男性と同じ 協調性 継続勤務 体力 物作りセンス やる気根気 計

18 2 8 1 1 1 22

表 4-4 技術系採用者の女性割合はどの程度が良いか (技術系上司回答)(単位:人)

今より多くても良い 今程度が良い 今より少なくても良い どちらでもよい 計

6 10 2 4 22

表 4-5 就職を考えるとき情報を集めたか (単位 :人)

先輩･先生か
ら入ってきた

女性少が当然
なので集めず

技術系女性 6 5 5 3 1 21
事務系女性 11 7 1 1 0 20

表 4-6 女性の活躍がマスコミ等で取 り上げられることをどう思 うか (単位:人)
活用検討

きっかけ
職域狭め
るおそれ

技術系女性 6 5 7 1 8 7 3 21
事務系女性 9 7 11 1 2 6 2 20

4.3. 配置および育成の状況

a) 概況

女性は､研究､開発､設計､解析 ･分析などに配属されている｡支援部門やコンピュータ

関連部門には比較的女性が多い｡生産技術部門には､女性がいないかあるいはごく少数 とい

うのが全般の傾向であるが､少数だが､現場経験を必須 としている企業や生産技術部門-の

配属を前提 とした採用を行っている企業もある｡ こうした配属の偏 りには､女性 自身の興味

や希望の方向､コンピュータ関連部門で人材を多 く必要 としているとい う企業の事情などが

影響 している｡

女性の配属状況の例は､次のとお りである｡

･研究4､技術開発4､分析2の割合で配属している｡(化学)

･研究開発部門では､2割が女性である｡(食品)

･研究所およびコンピュータ関係に多い｡(電気機器)

･薬理研究､安全性研究に多い｡(医薬品)

･専攻との関係もあり､女性はほとんど設計部門に属している｡(建設)

･材料解析の部署では､3割が女性である｡(電気機器)

･コンピュータ関連 (シミュレーションなど)の部署に女性が多い｡(非鉄金属)

新聞記事等によれば､生産現場で製造に従事する技能職において女性進出を進め､女性が

扱いやすいよう装置を工夫 し生産ラインに女性を配置する､女性に生産ラインの権限を委譲

するなどの試みを行っている企業もあり､変化の兆 しが見える｡建設現場にも女性が進出し

ている｡

技術系は男女問わず配置転換や遠隔地-の転勤の頻度が低 く､組織改編による配置転換を

除けば 10年同じ部署にいることも稀ではない｡技術系女性について､両立状況調査 より各部
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表 4-7 勤続年数が5年を超える者の部署在籍平均年数

勤続年数 (平均年数) 轟叔部署数別人数 l芸諾数 1番 目部署の年数 2番 目部署の年数

6-10年 (7.8) 26 9 9 8 2.0 6.3 2.7
ll-15年 (12.4) 22 7 7 6 2 2.2 7.4 6.0
16-20年 (17.1) 19 2 6 8 3 2.6 10.2 3.9

表 4･8 配置転換に伴う転居経験音数 (延べ数)

配置転換のべ敦

1- 5年

6-10年

ll-15*

16-20年

21年～

6 8 16 13

7 13 25 26

5 19 27 22

26 31 19

1 11 12 6

計 25 77 110

表 4･9 遠隔地-の転勤経験の有無 (本人および配偶者)

本人の転勤経扱 配偶者の転勤経験

1- 6年 2 11
6-10年

ll-15年

16-20年

21年～

26
1 21

3 10 13
5 21 26
4 18 22

1 17 1 3 16 19
6 1 5 6

計 4 81 1 16 70 86

署での在籍年数を見ると､5年以上の場合が多い (表 4-7)｡配置転換に伴って転居した経験

のある者は延べ 25名 (配置転換経験者延べ数の 23%)､遠隔地-の転勤経験のある者は本人

4名 (総数の5%)､配偶者 16名 (総数の19%)である (表4-8,9)｡

生産業務や現場業務に携わる場合､入社後数年間のローテーション制度が設けられている｡

製造業の生産技術部門で入社後数年間は2､3年おきに各地の工場をいくつか経験させる､

建設業で適性を知る目的で入社後数年間にいくつかの部署を経験させるなどの例がある｡ま

た､建設業の土木部門では､現場が全国各地に発生し､ダム､水道､鉄道などそれぞれのエ

キスパー トが受注に合わせて動くことから､配置転換が頼繁に行われる｡

b) 人事の工夫

配置､育成にあたっては､①平均的に勤続年数が短いがゆえの工夫､②体力や性格など女

性の適性を考えた工夫､③受け入れ側の環境を考えた工夫､④勤続Lやすさの工夫の事例が

ある (表4-10)｡

しかし最近では､従来女性がいなかった業務もやってみたいという意欲的な女性が出てき

たり､女性の気負いや遠慮がなくなり､自然体になってぎくしゃくしなくなったなど､女性

自身が変わったことによる変化が見られる｡

①勤続年数が短いがゆえの工夫
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表 4-10 配置､育成に関する人事上の配慮､工夫

配慮､工夫 具体例

①勤続年数が短いがゆえの工夫 短期で成果出る業務での活用､希望に添う部署での活用

②女性の適性を考えた工夫 体力を要する部署を回避､女性のタイプ別活用

③受け入れ環境を考えた工夫 受け入れ側の意識､上司の意識､女性割合､発注側の事情を考えた
活用

④勤続Lやすさの工夫 勤務地､専門領域､業務を限定した活用

技術系では､新人研修の後指導担当をつけたOJTにより1､2年かけて育成が行われる

ことが多い｡平均的に女性の勤続年数が短いことから､なるべく早く能力を発揮してもらう

ため､短期で成果の出せる業務を中心に活用 してきた例がある｡また､短期育成可能な業務

である程度経験を積ませてから､長期の積み重ねが必要な業務につけて育成する例もある｡

また､女性の希望に沿った配属配置を行 う例もある｡女性は結果を早く求める傾向がある

ことを考慮し､早くから当人の希望に添って育成するものである｡男性は､最初の 10年は下

積み期間だと考えたり､意に沿わない業務でも将来のための経験として受け入れるのに対し､

女性は､勤続にあたっての不確定要素が多く､また前例となる先輩が少ないため将来像を描

くことができず､近々2､3年のことに目が向く傾向がある｡この時期に何をやるかが見え

ないと､やる気をなくしてしまうおそれもある｡そのため､実際に平均的な勤続年数が短い

こともあるので､在籍中は希望に添った部署で活躍してもらおうという考え方である｡

②女性の適性を考えた工夫

力作業のある部署､深夜勤のある部署､しのぎを削る開発競争が行われている部署につい

ては､体力面の不安などから配属を避ける場合が多い｡体力の違いがハンデとなる部署では､

大変さを感じる女性がいるという｡

女性のタイプを考慮した工夫もある｡自分でどんどんやるタイプなら女性が初めての部署

でも構わないが､そうでない人の場合には周 りに女性がいた方がやりやすいだろうと女性活

用の実績のある部署に配属するなどの配慮がなされる｡初めて女性を配属する場合には､パ

イオニア的な強さを持ち､あとに女性が続くような人を選んで配属するなど､スター ト時に

仕組んだ例もある｡

③受け入れ環境を考えた工夫

受け入れ側の意識を考慮する例がある｡生産現場は､体力的に不安なことに加え､現場の

人間関係形成に不安があることから女性には難しいとされ､一般には女性を配属しない｡配

属する場合は本人が希望しかつ適性を見た上で慎重に判断する｡生産技術部門での活用を想

定して女性を採用している企業では､まず本社部門の技術スタッフとして活用し､数年後の

採用から男性 と同じローテーションで生産現場配属を開始するなど､様子を見ながらの配属

が行われた｡業務上の必要性から現場配属を必須としている企業では､女性用設備が整い女

性配属に慣れている現場に限定して配属するなど､気を遣っている｡

受け入れ側の上司の意識を考慮する例もある｡初期においては､配属時に事前の根回しを

行い､また女性活用に理解のある上司の下に配属するなど､女性活用に対する上司の理解度

が考慮された｡また､女性を生かせる上司､良い指導者となりえる上司につけるよう配慮す

る例もある｡
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受け入れ側の女性割合を考慮する例もある｡技術系ではないが､孤立を避けるため複数配

置を心がけ､特に役職者の場合は､1事業所に必ず複数配置する｡技術系についても､意図

的ではないが1部署にある年の採用者の約 1/3を集中的に配置したところ､そこでは他部署と

比べ女性の勤続率が高まった例がある｡

発注 (顧客)側の受け入れ環境を考慮する例もある｡従来女性が非常に稀な業務では､顧

客側の設備面や意識面に女性を受け入れる準備が整っていない場合があり､相手方の状況に

合わせるため女性を派遣しないことがある｡

④勤続Lやすさの工夫

技術系でも転勤が頻繁な建設業では､全国型総合職の他に､勤務地を限定した地域限定型

総合職の導入を検討､実施している例がある｡勤務地を限定することにより勤続が可能にな

る女性も少なくないだろうし､男性も家庭の状況により転勤が難しい場合があるからである｡

その他の業種では､技術系は一般に転居を伴う配置転換が少ないためか､均等法を機に地域

限定型は全国型に統合されている｡

技術系の中でも特に専門領域を限定した方が女性は仕事を続けやすいだろうとの考えのも

とに､専門をうち出して採用し､専門額域を限定して育成する例がある｡技術系をゼネラリ

ス トとして育成する企業において技術専門職としての育成を行う例もある｡これは､営業は

女性には難しいという考えが強く､また実際に椿跨する女性が多いため､技術部門のみで活

用するものである｡一方､他部門で経験を積ませた後適性のある者を営業部門に配属すると

いう工夫をしている例もある｡

C) 上司､女性の意識

女性配属-の意識を見ると､上司が女性部下の配属を打診された場合､｢性別を問わない｣

者が ｢同じ能力ならできれば男性の方が良い｣者を上回っている｡｢同能力なら男性｣の理由

として､｢すでに女性が配属されている｣｢体力や家庭の事情などにより自由度が低い｣が挙

げられている (表4-ll)｡

女性の仕事経験を見ると､上司は､男性部下と同じに仕事を与える者と､基本的には同じ

だが勤務時間､体力､育児などを考慮する場合があるという者が半々である｡女性の中で､

仕事を担当するにあたり女性であることが判断基準となった経験のある者は少ないが､女性

の職域は限定されているかとの問いには過半数の女性が限定ありと答え､その理由として社

会や職場の意識 ･慣習､社会や職場の制度 ･設備等の未整備､女性自身の姿勢 ･考え方を挙

げている｡技術系の方が限定されているという考えがやや強い (図4-2)｡

表 4･11 女性配属を打診された場合の回答とその理由 (技術系上司回答)(単位 :人)

能力に男

女差なし
総合的に
男性康秀

すでに女
性が配属

勤続可能
性が低い

性別問わず 9 3 1 13
同能力なら男性 1 4 3 1 1 9

劣っても男性 1 1

計 9 1 7 3 1 1 1 22
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図 4-2 女性の職域限定の有無

技術系女性回答 事務系女性回答

表 4-12 社内外の人間関係と女性の仕事のやりやすさ

社内の人間関係と女性の仕事のやりやすさ (単位 :人)

(左側 :人間関係がスムーズでやりやすい 右側 :人間関係がスムーズでなくやりにくい)

技術系上司 技術系女性 事務系女性

上司との関係

都下､同僚との関係

一般職男性との関係

一般繊女性との関係

他部門との関係

同期のつながり

ネットワーク

l

1

3

5
1

1

0

31

1

3

1
2
8
3

3

9

女性が仕事を担当したときの社外での対応 (単位 :人)

7 4

5 3

0 0

5 3
6 1
8 0

5 1

8 12

10 5

10 6
2 2

7 5
10 8
7 2

3 0

0 6

20

技術系上司 技術系女性 事務系女性

性別は問題にならない

好意的､印象的で良い影響

やりにくいなど難色示される

女性自身がやりにくさを感じる

最初は相手方に抵抗感がある

女性が責任ある立場の場合は難しい

ir -

9 4 4
9 6 10

1 9 9

0 5 4

3 6 5
4 1 4

22 21 20

上司は､女性を活用したい部署として､基礎研究､研究開発管理､情報処理､特許管理を､

女性活用が難 しい部署として､生産現場､保全保守を挙げている｡一方女性は､自分のペー

スで仕事を進められること､家庭 と両立しやすいこと､女性の視点を生かせることを理由と

して､基礎研究､応用研究が女性に適 している､突発的な仕事が多いこと､両立が難 しいこ

とを理由として､生産現場､技術営業が女性に適さないと考えている｡情報処理については､

女性に適すると考える者と適さないと考える者が両方いるO

仕事のや りやすさを見ると､上司は､部下の性別による違いはないとい う回答が半数を占

める｡女性部下の使いやすさについては ｢自分の意見に固執しない｣が､使いにくさについ

ては ｢家庭との両立のため自由度が小さい｣｢業務が限定される｣が挙がっているO一方女性

は､社内では人間関係がスムーズでないため仕事がや りにくいということは少ない (表 4-12)a

Lかし､社外に対するときは､当初のみの場合も含めや りにくさを感 じる女性が多い｡女性
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表 4･13 女性であることの仕事-の影響 (技術系女性回答)(単位:人)

マイナス影響

7
5
3
10
6
8 …『

竿

｡
-

1

軽食の幅の広がり

情報の入りやすさ

適切な助首の得やすさ

業績の評価されやすさ

研錬機会の多さ

交渉や協力しやすさ

表 4-14 技術系女性の評価 (技術系上司回答)(単位:人)

期待できる 6 分野限れば期待できる

期待できる人と甘えのある人に二分される 8 出産･育児等の分はマイナス評価せざるえない

表 4･15 能力や実演を適正に評価され､処遇されているか (単位:人)

適正に評 適正評価 実力以上 実力以下 わからな 上司によ その他 計

技術系女性 9 3 1 0 4 2 2 21

事務系女性 15 2 1 2 0 0 0 20

計 24 5 2 2 4 2 2 41

であることの仕事-の影響として､交渉や協力のやりにくさを挙げる者もいる (表4･13)｡

評価や処遇を見ると､上司の女性に対する評価はまちまちであり､女性もしくは上司の個

人差の大きさを窺わせる (表 4-14)｡女性は､自分は適正に評価されていると思う者が最も多

いが (表4-15)､一方半数の者が評価されにくさを挙げている (表4-13)｡

4.4. 勤続 (育児との両立)の状沢

a) 概況

総合職として女性採用を本格的に開始してからの期間が短い企業も多く､また､出産を機

に退職する女性も多いため､在籍者すなわち未婚者もしくは子供のいない既婚者という場合

も多い｡子供のいる女性では､育児にあたって親の援助が受けられる､夫婦とも遠隔地-の

転勤の可能性が少ない､職住接近､などの条件を満たす者が多い｡子供のある技術系女性の

いる企業では､技術系女性の既婚割合は2割～5割､子供のある割合は1割弱～3割である｡

結婚後に働き方を変えた､もしくは変わった者は少なく､本人も配偶者も変化なしが大半で

ある (表 4-16)｡両立しやすい部署-の配置換の例も少ない｡人事担当調査でも､結婚は勤続

にあたって何の問題にもならないだろうという譲織である｡

表 4-16 結婚後の働き方の変化 (経験者)

本 人 1 8 1 1 1 6 2 1 60 80
配偶者 2 1 1 75 1 1 80
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表 4-17 育児休業の状況 (経敬者)

育児休業の状況 (休職および短時間勤務)

短時間(1年

超～2年)

短時間(2年
超～3年)

本 人 9 19 2 5 8 3 1

配偶者 1

育児休職期間を決めた理由

理由 人数 理由 人数

規定に沿 う

仕事の状況を考慮した

自分が納得いく期間

親の意見(復職後援助依頼のため)

スムース◆な復職の上限期間と考えた

9
9
1
1
8

保育所入所時期に合わせた

早めの復職を期待された

復職後の立場を考慮した

子供の成長度合を考慮した

無記入

計

表 4-18 復職後の働き方の変化 (経妖者)

麿 な 残業減 フレックスタイム活用 休 日夜間免瞭 配置換 転職 再就職 自営ゆえ柔軟対応 変化なし 無記入 総数

本 人 14 17 1 3 3 2 2 4 2 52

配偶者 4 1 1 36 9 52

出産後は､保育所の入所時期､仕事の状況､復職の難易度や時期などを考慮して､7か月

から1年間休職する場合が多い (表 4-17)｡産休のみ取得､または育児休職6か月以下の理由

は､①当時は育児休業制度がなかった､②休職により技術進歩から遅れることが不安､③長

期休職すると元の部署に戻れない､である｡

復職後は､働き方に変化のない者はごく少数で､残業減免などの配慮を受けて勤務 してい

る場合が多い (表 4-18)｡子供のある者 52名のうち､育児のため両立しやすい部署-の配置

転換を経験したと答えた者は3名 (6%)､また､今までの配置転換の理由として出産 ･育休を

挙げた者は 7名 (13%)であり､出産 ･育休を機に配置換となった例は少ない｡親などの援

助を得ている者は25名 (48%)である｡

一方配偶者は､残業減などの例が見られるが､変化なしという回答が多い｡今回の事例調

査の休職状況は､既存調査と同じ傾向にある｡

遠隔地-の転勤を経験した者は少ないが､本人転勤の経験者 4名 (全体の5%)は､別居も

しくは本人が遠距離通勤で対応 し､配偶者転勤の経験者 16名 (全体の 19%)では､別居で対

応した者が10名である｡

本人の遠隔地-の転勤経験がない者および配偶者の遠隔地-の転勤経験がない者のうち､

転勤はありえないとする者が､本人の転勤なしの者で 36名 (44%)､配偶者の転勤なしの者

で 22名 (31%)､対応策として別居を想定する者が (転勤拒否や相手の転勤に伴う転勤を希

望し､それが叶わなかった場合を含め)､本人の転勤なしの者で 27名 (33%)､配偶者の転勤

なしの者で25名 (36%)いる｡

中途退職の状況を見ると､結婚に伴う転居､配偶者の転勤､および出産 ･育児を理由に退

職する者が多い｡最近では結婚を機に退職する者は減少し､また晩婚化の影響で勤続年数が

伸びた｡早い人は2､3年で辞めるが､30歳くらいまでは継続 している人が多い｡入社 10年

後の在籍率は3-5割程度が多いが､情報サービスでは結婚､出産等によりほとんどが退職
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表 4-19 同級生 (女性)の勤続状況例

勤続年数 回答数および専攻 就業者敦 (勤続者数/就職者 数)

(入社年) (上段 :技術系 下段 :事務系) うち民 間企 業

7(建築学､物理学､物理工学､電気工学､

電子情報工学､発生生物学)

4(社会科学､法学､経営学､不明)

4(獣医学､工業微生物学､数学､不明)

5(法学､蓮済学､心理学､英文学)

2(教学､獣医学)

0

31/35 26/ 30

30/39 28/34

19/26 14/ 2 1

32/45 14/ 26

6/16 10/ 21

1-6年

(199311997)

6-10年

(1988-1992)

11年～

( -1987)

という例が多い｡育児休職に入ったが､両立環境が整わない､もう少し自分で育てたいなど

の理由で退職する例､いったん復職したが続かず退職する例も見られる｡最近は､子供が2

人になるときに退職する例､子供の就学時に退職する例も出てきている｡技術系､事務系と

いう職種による違いは見られないが､研究所は両立しやすい､医薬品MRは早期退職が多い

という傍向がある｡活用状況調査より､技術系および事務系女性の同級生の就業状況を見る

と､記入例の範囲では､企業の技術系女性で勤続6-10年の在籍率は7割､勤続 11年以上の

在籍率は5割である (表4-19)｡

中途退職者の再雇用は､ごくわずかである｡アルバイ トの形で再雇用し､数年後に正社員

とした例､派遣社員や契約社員の形で､元の仕事と関連のある業務を担当している例や営業

部門の技術スタッフとして活用している例などがある｡実例がわずかな理由として､人事担

当者は､勤務時間､処遇､仕事内容などの条件が合わないこと､女性側に働く必要性が低い

こと､需要自体が少ないことを挙げている｡

ち) 人事の工夫

出産後の勤続の工夫としては､①育児休業制度の充実､②復職後の業務の調整､③遠隔地

-の転勤-の配慮､④中途退職者を対象とした再雇用制度導入の事例がある｡

(丑育児休業制度の充実

育児休業期間の延長､休職と短時間勤務の組み合わせ､休職中のスキル維持対策の事例が

ある｡期間や勤務形態については､保育所入所時期に合わせ当該年度3月末まで､子供が3

歳になるまでなど休職期間を長めに設定する､復職後も一定期間 (子供満 3歳までが多い)

短時間勤務を認めるなど､勤続の助けになる制度を導入している例がある｡

休職中のスキル維持に関しては､技術進歩の著しいコンピュータ関係でスキル維持のため

在宅で業務を行っている例がある｡その他の業務では社内報を送付する程度である｡休職に

よる情報や経験の中断は復職後の努力で補えるものであると考えられており､特別なプログ

ラム等はない｡

②復職後の業務の調整

復職後は､時間制約に合わせて業務内容の変更や仕事量の調整が行われている｡所定の育

児休業期間終了後は､制度上は以前と同じように働くことが前提となる｡実際には､保育所

-の送り迎え､子供が病気時の休暇など時間制釣が生じるため､部署内で上司の判断により
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残業減免､仕事の割 り振 りの配慮がなされ､周囲の人がフォローしている｡そこで､それら

の配慮が難 しい部署を避けて配属する､出産前の配慮として配置換する､復職時に配慮可能

な部署に配置換するなどにより､部署内調整を可能にしている｡例えば､顧客相手の外勤か

ら内勤業務-の変更､緊急業務やプロジェクト参加の免除､分析解析や ドキュメント作成な

どの業務-の変更などである｡研究所の場合は､元の部署に戻ることが多く､また仕事のペ

ースも自己裁量の範囲内で調整しているO

③遠隔地-の転勤-の配慮

子供のある女性については転勤について配慮がなされる場合が多い｡一般に配置転換につ

いては､男女とも家庭の事情に応 じ可能な範囲で対応 しており､女性のみ-の配慮はないと

しているが､子供のある女性については遠隔地-の配置転換を行っていない｡子供のない既

婚女性については､遠隔地-の配置転換を行わないよう配慮する場合､全く配慮しない場合､

当人の仕事に対する姿勢や考え方に応 じて対応する場合がある｡

④再雇用制度の導入

中途退職者を対象とした再雇用制度として､一度退職 した女性を補助業務で活用する例が

ある｡再雇用制度は､総合職女性も対象の範噂に含むものの､補助業務を想定したものが多

い｡総合職は勤続を前提としているからであろうし､離職期間が長くなればその時点で力が

維持されている部分を活用するとい う幅の狭いものにならざるをえないからであろう｡制度

として存在 しない場合でも､個人の持つ能力が必要なため個別に再雇用 した例､元社員か否

かに関わらず一般の経験者採用と同レベルで評価､採用 している例がある｡別組織で人材派

遣業を行い､元社員か否かに関わらず中途退職 した女性を研究補助者 として活用 している例

もある｡

C) 上司､女性の意識

女性 の育児休業の捉

え方を見ると､前例があ

ると育児休業に見通 しを

もてた者が多く､休業を

肯定的に捉えている (義

4-20)｡育児休業にあた

っての問題や不安を見る

と､実務から離れること

-の不安､復職後満足の

いく仕事が難 しくなるの

ではとい う不安､負い目

を感 じるという精神的負

担が大きく (図 4-3)､

それ らは､部署や分野に

よって異なるとい う回答

図 4-3 育児休業にあたっての問題や不安 (単位:人)

進捗状況情報なし

専門分野情報なし

会社部署fI報なし

実務から離れる

負い目を感じる

両立困難

満足いく仕事困難

会社側の評価

復職後の配属先

その他
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が多 い｡ 具体 的 に は ､ 時 間制 約 に よ る井 し さ､技 術 進 歩 の早 い分 野 の難 しさ､ チー ム作 業 の

難 しさな どが挙 げ らてい る (表 4･21)｡休 職 中の対処 法 として は､①職 場 と連 絡 を と り､近況

報 告 と情 報収 集 ､② 自己研鎖 (論 文 作成 ､情 報収 集 ､技能修得 等 )､③ 復職 後 の両 立 の準備 ､

が挙 げ られ て い る (表 4-22)｡

表 4-20 育児休業の見通 しとその影響

見通しの影響
休業の見通し

前例から想像できる

前例あるが想像できない

前例少だが想像できる

前例少で想像できない

前例少なので自分で情報収集

復頼自体が想像できない

制度はあるが取得者なし

見通しないが勤続を希望

その他

無記入

16 8
2 3
5 6
2 4
2

9
3 3
2
9

2 2

1

1

計 27 23 27

C
Q

2

3

LO

2

6

1

1

1

2

n
r)

l

1

1

表 4-21 育児休業の問題や不安は何によって違ってくるか

条件

休業者による

休業期間(休業期間長短による｡長期休業不利｡)

休業者の緋 ､立争

休業者の経験長い､存在価値あると有利

休業者の経験洗い方が間窟ない

業務変わった歩合

休業者の家庭乗境

部署､分野による

仕事サイクル

チームか個人か｡チーム作業は困札

時間制約(残業多､出張多､多忙､時間不規則､対外対応は

困難｡自己裁量可は有利.時間要する業務は不利｡)

人桝 の影響度合 (人数減が支障きたすか｡代替可能か｡)

技術進歩 (進歩の早い分野は不利)

勤務番所(在宅勤務可は有利｡転勤有無)

業務内容 (危険薬品扱う業務)

上司や周囲の意俄 (理解とフォロー｡社風｡前例あると可｡)

入手できる情報量

違いなし

わからない

無記入

計 86



表 4-22 育児休職 中に本人が行ったこと､会社か ら提供 されたこと

本人が行ったこと 会社から提供されたこと その他

上司に連絡､近況報告(△5)

mailで情報交換 ･連絡(02)

職場と電話連絡(01)

休職中出社(03)
進捗情報のため月報もらう(×1)

出社､ネットワーク通じ情報収集

(△1)

進捗状況把握(×1)

復帰部門の根回し(01)

残した仕事の助言(×1)

会社から社内報､月報送付

(01､△6)
会社から人事情報(△1)

会社から連絡(△2)
会社から進捗情報(△2)

同部署の人から近況報告(△1)
自宅近くで打ち合せ開催(01)

会社からネットワーク接続用パソコ

ン提供(△1)

社内LAN-のアクセス拒否(△1)

･配偶者から情報

(01､△2)

会社から文献送付(△1)

･会社から保育所情報(△1)

文献読む(△3)

新聞､書籍等から情報収集(01､

×1､△1)

各社情報システムヒアリング(01)

消費者の立場で製品見る(△1)

英会話(△2)

通信教育(×1 △2)
ワープロ修得(△1)
コンピュータ購入(02)

資格試験準備(01

両立関係講演会参加(01)

近所との人間関係構築(01)

頭から会社離れず育児ホ◆ヶなし(△1)

延長保育可で好感もてる保育所探

し､近所に転居(△1)

育児専念(△1)

注 :○役に立った ×役に立たなかった △不明
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5.技術系女性の特徴

5.1節では､3章および4章の結果を用いていくつかの比較を行い､技術系女性の特徴をま

とめる｡5.2節では､調査対象企業の中で､同業種の中で理系採用者数に占める女子割合が高

く､かつ人事担当者-のインタビューにおいて積極的に女性活用に取り組んでいると回答し

た企業2社の勤続 (育児との両立)の状況を取り上げる｡5.3節では､第1調査研究グループ

で行った女性研究者および女子の理工系進学に関する調査との関連から､技術系女性の特徴

を見る｡

5.1.条件や立場の違いから見た特徴

a) 女性全般との相違点

既存調査との比較により､女性全般の状況との相違および技術系女性全般との相違を見る

と次のようである｡

技術系の採用および配置については､既存調査では､男性のみの理由として ｢女性の応募

がない｣｢女性の適任者がいない｣｢体力を要する｣などが挙げられている｡事例調査でも､｢女

性は学生数自体が少ない｣｢女子の応募がない｣｢生産現場には体力面の不安などから配置し

ない｣といったように同様の趣旨の発言が見られる｡配属部署についても､既存調査では製

造業において研究開発が主たる配属先の一つに挙がっているが､事例調査でも研究開発､設

計､分析部門が主となっている｡今回の事例調査はごく少数の限られたものであるが､｢四年

制大学卒技術系｣｢研究開発｣など対象や部門を絞った既存調査とは同傾向を示すといえる｡

育児休業期間については､既存調査と事例調査間に大きな違いはない｡既存調査では休業

期間が長めであるが､既存調査が平成 7年度の復職者を対象としているのに対し､事例調査

は育児休業制度がなかった世代の者も含んでいるなど取得時期が異るため明言できない｡

代替要員の採用については､既存調査では7割が行っておらず､また企業規模が大きくな

ると割合が若干低下する｡代替要員を採用しない理由としては ｢不必要｣が多く､｢確保困難｣

はわずか 4%である｡事例調査では､休業者の業務を引き継ぐ人員を確保することは専門性の

面から難しく､業務の進捗状況や部署の人員構成にもよるが代替要員の採用も人事異動によ

る現人員の配置も行われず､周囲の人が休業者の業務を分担する形をとることが多いとして

いる｡場合により補助人員を臨時に雇うことがある程度である｡事例調査では､規模の大き

い企業の特徴および専門を持つ技術系女性の特徴が出ていると考えられる｡

休業者に対する能力維持向上の措置については､既存調査では情報提供や講習が主なもの

である｡事例調査では､社内報送付程度の情報提供が行われることが多いが､個々の専門が

異るため講習など一律的な支援は困難であり､自己啓発に委ねられている｡

再雇用については､既存調査では 25%程度が制度ありとし､当該年度に制度適用による再

雇用者のあった事業所は1割程度となっている｡事例調査では､制度があるとした企業およ

び､｢制度はないが例はある｣｢元社員か否かに関わらず中途退職した女性の雇用例がある｣

など個々の技術や関わっていた業務の状況に応じて個別例はあるという企業が多い｡しかし

実施規模は小さく､実際に契約社員や派遣社員などの形で技術系女性を再雇用した件数はご

く少数もしくはゼロという状況である｡
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女性全般との相違という点から見ると､高度の専門性をもつことから育児休業に伴 う支援

状況が異ることである｡

b) 立場の違いによる相違点

人事側､上司､女性という立場による相違を見ると､次のようである｡

女性の活躍機会が拡大することに対する認識については､男女共同参画を目指す社会の要

請に応えるというプラス面､中途退職が多いというマイナス面の認識が3着に共通している｡

また､上司や女性が指摘する ｢両立のための制度や施設の未整備｣は､人事側の挙げるマイ

ナス面全般に関わる問題と考えられる｡人事側と職場の当事者たちである上司および女性と

の違いは､人材確保に対する認識である｡人事側は女性活用のプラス面として優秀な人材の

供給源 という項目を挙げているが､上司や女性では ｢人材確保が難しい分野で女性の能力を

生かす｣を挙げた者は少ない｡上司と女性との違いは､企業の姿勢に対する認識である｡女

性が活躍するにあたっての課題の中で､｢職場の受け入れ態勢が整っていない｣と ｢会社の活

用方針が不明確｣を挙げた女性が多い｡(4.1節)

採用については､人事側は情報サービス以外では女性を意識した採用方法を採っておらず､

上司や女性も ｢個人として｣という捉え方をしており､女性という面から取 り上げられるこ

とも好まないなど､性別に関わりなくという意識が大枠で共通している｡(4.2節)

配置および育成については､現状-の対応として配置部署を考慮する人事側､体力や育児

などの面で女性に配慮する必要を感 じている上司､意識や制度未整備などにより職域が限定

されていると感 じている女性と､いずれにせよ女性の活躍の場には限定があるという事実認

識は3着共通である｡また､配属先についても研究部門は女性に適し､生産現場は適さない

という認識も同様である｡社内外の人間関係では､社外の交渉においてや りにくさを感 じる

女性に対し､上司は問題ないと考える者が多い｡(4.3節)

C) 職種の違いによる相違点

技術系女性と事務 (営業含む)系女性との相違を見ると次のようである｡

女性の活躍機会が拡大することに対する認識については､技術系女性の方が女性の視点や

感性を生かすという捉え方が少なく､性別は関係なく個人としてという意識が強い｡(4.1節)

採用については､技術系女性の方が､就職にあたって自ら女性の活躍状況の情報を収集す

ることが少なく､また､マスコミ等で女性の活躍が取 り上げられることによる情報提供につ

いて ｢女性の視点､感性 といった取 り上げ方は職域を狭めるおそれがある｣を挙げる者が多

い｡(4.2節)

配置および育成については､技術系女性の方が職域限定を強く感じている｡また､人間関

係と仕事のやりやすさについては､技術系女性の方が良い場合も悪い場合も回答数が少ないo

技術系職場の方が人間関係の仕事-の影響が少ないのかもしれない｡人事担当者-のインタ

ビューでは､性別は関係ないという意識が進んでいる､人間関係がフラットである､激 しい

議論をしても感情的に後に残らないなどの技術系職場の特徴が挙げられている｡評価につい

ては､技術系女性の方が ｢適正に評価､処遇されている｣が少なく､｢わからない｣が多い｡
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わからないと答えた4名は 1996年､1997年の入社である｡技術系は育成に時間を要すること

からこのような結果となったのではないかと考えられる｡(4.3節)

5.2.企業の取り租み姿勢の違いから見た特徴

積極的に女性活用に取 り組んでいる企業 (以降積極企業と記す)に属する女性 17名 (うち

子供のある者 17名)とその他の企業に属する女性 69名 (同 35名.)について､育児休業と復

職に関する回答を比較すると次のようである｡

育児休業にあたっての問題や不安を見ると､積極企業に属する女性は､業務の進捗情報や

専門分野の情報がないことに対する不安は少ないが､精神的負担､復職後満足いく仕事がで

きないのではという不安､会社側の評価に対する不安を感じている (図 5-1)｡育児休職につ

いては､積極企業の

方が休職 した者の割

合が大きい (表 5･1)｡ 図 5.1育児休業にあたっての間麿や不安の違い (主なもの)

復職後については､

残業なしなどの変化

はその他の企業の方

が多い (表 5-2)｡

回答者の育児休業取

得時期により制度の

整備状況などが異る

と思われるため正確

な比較とはならない

が､積極企業では､

業務に関わる情報収

集についての間庵は

少ない｡ しかし､企

業内や社会のシステ

表 5･1 育児休業の状況の違い (経敬者)

短時間 (1年

超～2年)

積極企業 24% 59% 6% 18% 6% 12% 6%

その他企業 14% 23% 6% 6% 20% 3% 0%

表 5-2 復職後の働き方の変化の違 い (経験者 )

耕極企業 18% 35% 6% 6% 6% 12% 0% 0%

その他企業 31% ‡1% 6% 0% 6% 6% 11% 6%
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ム整備が不十分であるためか､負い目､思い通 りに仕事ができない不安､評価-の不安を感

じている｡両立状況調査の自由記述を見ると､男女ともが職業人としての生活と家庭人とし

ての生活の両方を大事にしたバランスのとれた社会-の希望が多く､そのための雇用や勤務

の形態とそれに対応した評価システムの検討が必要と考えている｡

休職中の女性に対しては､人事側は社内報の送付を行 う程度であるとしているが､両立状

況調査によれば､上司から進捗状況の連絡､月報などの送付､自宅近くでミーティング開催､

自宅から会社のネットワーク-のアクセスなど情報提供のためのさまざまな取 り組みが個別

に行われている例がある｡また､休職中に出社 して情報収集という例もあったが､そうした

出社が行われるには社内の雰囲気も重要であろう｡これらはシステムとして確立したもので

はなく個別対応であるため､すべての女性が同様の条件を得られたわけではないだろうが､

回答者に情報-の不安が少なかったことの理由の一つと考えられる｡

5.3. 科学技術分野と女性に関する一連の調査との関連

本調査は､1章で述べたように当研究所で実施した科学技術分野-の女性の参加促進に関

する一連の調査を受けて行ったものである｡そこで､ここでは ｢女性研究者の現状に関する

基礎調査 (1993年 7月)｣および ｢女子の理工系専攻-の進学における要因に関する調査研究

(1996年 3月)｣との関連から､技術系女性の特徴をまとめる｡

a) ｢女性研究者の現状に関する基礎調査｣との関連

女性研究者-のインタビュー調査の中から民間企業の研究所に属する者 7名の結果を取り

出し､就労環境を見ると次のようである｡

仕事や教育の機会については､ほとんどが男女差を感じていない｡不平等が残っていると

いう者も､男女雇用機会均等法施行以降に入社 した女性に対しては平等に扱われていると答

えている｡処遇についても同様にほとんどが男女差を感 じておらず､昇進の差は能力差ある

いは育児のため成果が下がった結果と捉えている｡しかし､採用が増加 した世代の者が管理

職に就く年齢になると問題が生ずるおそれがあると考える者もいる｡研究の継続にあたって

は育児が最大の問題であるとしている｡

今回の事例調査によれば､研究は女性に適していると上司も女性も考えてお り､実際に配

属される女性も多い｡仕事の進め方など業務の性格に女性が入 りやすい面を持ち､また意識

面でも設備面でも女性の受け入れ態勢が整っているこうした部署では､問題は育児に集約さ

れ､将来的な問題として管理職-の昇進問題が挙がるのだろう｡本調査では研究所以外に配

属されている技術系女性も含まれているため､育児や昇進昇格という上述の問題に加え､女

性からは職域が限定されているという意識や社外での交渉においてやりにくさを感 じるとい

った問題が挙がり､上司からは体力や家庭との両立のため自由度が低いという問題が挙がっ

ている｡

b) ｢女子の理工系専攻-の進学における要因に関する調査研究｣との関連

女子は､理工系の進学に対して仕事や就職に関連する事項の影響が男子より強い傾向があ

る｡専攻選択時の考慮事項を尋ねると､｢自分の興味関心｣｢得意科目｣に次いで ｢希望の仕
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事｣が挙がっている｡また､理系を選んだきっかけにおいても､｢授業｣r成凍｣に次いで ｢自

然､生き物｣｢希望の仕事｣が挙がっている｡特に工学専攻者では､この傾向が強い｡女子の

理工系進学者を増加させるには､将来像を措けることが重要な要素の一つである｡

女子学生に将来のことを尋ねると､研究職志望か技術職志望かに男女の違いは見られない

が､就職先として民間企業を希望する者は､工学専攻の女子の方が工学専攻の男子に比べ少

なく､工学は就職に有利 とい う意報も女子の方が薄い｡子供誕生後は6割が勤続､3割が退

職後再就職を希望しているが､状況が許さなくなった場合には自分が退職すると考える者が

8割いる｡

今回の事例調査によれば､技術系女性では､就職にあたり自ら情報を集めた者 と先輩や先

生から情報を入手した者が同程度である｡実際に技術系の女性が企業の中でどのような仕事

をしてきているかとい う生の情報は先輩から後輩に伝わり､借用を持って受け取られると思

われる｡女性活用に積極的に取 り組む企業については良い情報が学生に伝わり､優秀な女子

学生が応募してくれるという人事担当調査での結果がある｡

家庭との両立については､育児休業を取得し､仕事の量や質の限定の中で勤続 しているの

はほとんど女性であるのが現状である｡男性も女性も同様に職業人かつ家庭人たるべきと希

望するものの､状況が許さなくなった時は女性が退職するとい う学生すなわち社会の意織や

社会環境の未整備が､本調査での中途退職のおそれにつながっていると思われる｡
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6.現状での問題点と今後の方向性

6.1.現状での問題点

企業が世の中の流れと歩調を合わせる形で女性採用を行ってきたこと､積極的に女性採用

に動く企業では優秀な人材の確保など需要に応える形での採用であることから､現状程度の

女性採用は職場で比較的すんなりと受け入れられている｡仕事上では､女性の活躍しやすさ

を考えながら配置するなどの工夫が功を奏してか､社内では女性が仕事のやりにくさを感 じ

ることは少なく､女性だからという扱いを経験した者も少ない｡育児休職からの復職後は部

署内で業務調整が行われている｡採用および配置 ･育成についての事務系との比較において

も､技術系は事務系よりは活躍しやすい要素を持っている｡

しかし､全く性別不問というわけではなく女性ゆえの要素も存在する｡中途退職が多いこ

と､育児休職や復職後の残業減免などにより自由度が低いこと､体力が劣ること､受け入れ

態勢の未整備などから､女性が能力を発揮するにはさまざまな制約が働き､業務が限定され

る｡女性部下は使いにくいと感じる上司がおり､一方女性からは､女性であることの影響と

して､仕事の幅の狭さ､評価されにくさ､交渉や協力のやりにくさが挙げられ､育児休職に

も不安が伴う｡

そこで､前章までの記述およびアンケー ト票の自由記述をもとに､女性の活躍機会を拡大

するという観点から､人事側の配慮や工夫により女性が能力を発揮できるようになったこと

と表裏の関係で浮び上がる問題､あるいは配慮や工夫がなされる中でなお残る問題について

検討する｡

第-に､配属部署の限定の問題がある.女性配属の基本方針は､｢性別に関わらず能力に応

じて｣を大前提として､場合によっては女性の視点や感性を生かすというものであり､これ

は人事側､上司､女性に共通である｡ しかし､配属部署については少々異なり､人事側は､

勤続年数､受け入れ環境､勤続Lやすさなどを考慮した配属を行い､上司は､｢部署によって

は女性を配属しない｣｢実績ある部署に配属する｣のが望ましいと考え､女性は ｢受け入れ態

勢の整い具合に応じて｣｢家庭状況の変化に応じて｣を希望している (表 6-1)｡現状を動かぬ

ものとしてその中で可能な部署で女性を活用しようとい う人事側や上司と､受け入れ態勢の

進行状況や家庭状況の変化に応じるという､変化を前提 とする女性の違いが窺える｡人事側

の配慮等により配属部署が限られることについて､女性は､仕事経験の幅が狭くなると感 じ

たり､｢女性に向いていると女性が配属される一方､男性は他部署-次々と異動してしまう｣

表 6･1 女性配属の望ましい方針 (単位:人)

技術系上司 技術系女性 事務系女性
性別に関わらず､能力に応じて
部署によっては女性配属しない
集中的に配属
受け入れ態勢の整い具合に応じて
大学時代の専攻を生かす
女性活用の実績ある部署を中心
女性のいない部署に積極的に
家庭状況の変化に応じて

計

13 16 10
7 3 5
0 0 0
2 10 12
4 5 3

5 2 1

1 1 3
4 10 7

8 7 9



など女性が集中的に配属されることに疑問を感じる一方で､活躍しやすさや勤続Lやすさを

考えると女性にとって良い面もあり必要性も感じている｡しかし､現状を所与の条件とし､

個々の女性の適性からではなく社会環境､職場環境､両立問題などから配置 ･育成が行われ

ている場合も少なくないことを藩識すべきであろう｡

第二に､過半数の退職を見込んだ上での育成により意欲の高い者の活躍が阻害されるので

はないかという危快がある｡｢女性には家庭優先の考え方がある｣という認識のもとに女性は

一括りに考えられがちである｡第一線で仕事を続けるという強い意欲を持つ女性がいても､

退職する多数派-の対応に引っ張られてしまう可能性がある｡

第三に､育児休業が職業生活の中できちんと位置づけられていないため見通しが立ちにく

く不安が生ずるという問題がある｡4.4.3項で育児休業にあたっての不安として実務から離れ

ること-の不安､復職後満足のいく仕事が難しくなるのではという不安､負い目を感じると

いう精神的負担を挙げた｡

実務から離れることの不安とは､情報や経験の中断の問題である｡休職により技術につい

てゆけなくなるのではという不安が特にコンピュータ関連で多い｡

復職後満足のいく仕事が難しくなるのではという不安は､保育所の送り迎えなど育児に関

わる時間制約によるものである｡思い切り仕事ができないストレス､あと2､3時間の残業

ができないための効率の悪さなどの女性の記述がある｡

負い目を感じるという精神的負担は､育児休業がどのように位置づけられているかという

問題である｡復職者を暖かく迎える雰囲気が重要､同僚や上司との情報交換が精神的支えと

なるなどの女性の記述が見られる｡残業や休日出勤が常態の中で､人員補充のないまま育児

中の女性-の配慮がなされることにより､周囲の負担は増大する｡技術系は事務系と比べ残

業が多く勤続が難しいとの記述もある｡この状況では､仕事と育児を両立させること-の理

解を得ることは難しく､配慮される女性も負い目を感じる｡子供を2人持つことは無理と感

じる者もいる｡均等法施行以降制度整備は進んだにもかかわらず､配慮されることを気にし､

かえって退職者が増加したと感じている者もいる｡

第四に､復職後は時間制約のため業務内容が限られるという問題がある｡現状では､自分

のペースで進められる研究業務以外は､時間内で終われるような業務に限らざるをえず､上

司の判断により､あるいは時間制約を考え自ら希望するなどして､第一線から少し下がった

業務を担当することになる｡条件が整わなければ時間制約は子供がある程度大きくなるまで

続く｡配慮が仕事機会の喪失につながるおそれもある｡

第五に､評価や処遇の低下に伴う気力低下の問題がある｡両立状況調査には､｢育児休業は

昇進昇格からの脱落を意味し､脱落しても続けたいという魅力がなくなれば辞めることにな

る｣｢子供のいる女性はどこかで割り切って働いている｣｢子供のいる女性は無理をするか諦

めるかである｣等の記述が見られる｡女性は､育児を疎かにできない以上仕方ないと考えて

いるが､時間ではなく成果や効率による評価を望む声がある｡昇進昇格がすべてではないが

仕事-のインセンティブの一つであることは確かであり､育児と両立させている女性に対す

る評価や処遇が企業の彼女ら-の期待度合を表しているものだとすれば､その低下は人事側

の指摘する女性のパワー低下にも結びつこう｡

第六に､勤務地の自由度の問題がある｡配偶者の転勤に伴う転勤の希望､育児と両立させ

るための転勤の希望などは､一般には､本人の専門と受け入れ側の希望が一致するとは限ら
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ず､そのまま経験を生かそうとすると難しい｡転勤が少ないことは勤続にとってメリットで

あり､また子供のある女性を転勤させないなどの配慮がある反面､家庭の事情によりいざ転

勤を希望しても叶わず､退職につながることも多い｡

6.2. 活躍機会の拡大に向けての方向性

企業では､女性が制約なく働ける期間に十分活躍してもらうことが中心となっているため､

女性にとって出産､育児を経てどのような仕事経験を積み重ねていくかという将来が見えに

くく､社会や職場の環境整備の状況に左右され中途退職や不十分な活躍という状況を招いて

いる｡女性の活躍の機会を広げるためには､受け入れ環境 (意識､設備､制度等)を整備し､

両立に関わる不安や問題を解消して､適性のある分野で長期にわたって活躍できるようにす

ることが求められる｡

今後女性の活躍機会の拡大を図るにあたっては､採用､配置､育成においてそれぞれ分野

の拡大を図ること､および育児支援や中途退職者に再度活躍できる機会を提供することによ

り年数の拡大を図ることが考えられる｡これらの拡大により質量ともに女性の活躍の場が広

がると職階拡大の議論も本格化することになる｡このように､長期にわたり幅広い分野で女

性が活躍するためには､仕事と家庭-の重点の置き方に多様性と変化を許 し､それぞれの段

階に見合った態勢を整えること､すなわち多様なキャリアパスの提示､導入が挙げられる｡

こうした女性全般の課題に対し､技術系の特徴である個々の専門性をどう維持､向上させる

かという視点を加える必要があろう｡

方策の一つとして､活躍の大きな阻害要因である中途退職を防ぐため､育児との両立の支

援が挙げられる.具体的には､第-に､女性全般の問題として就業実態と合った保育施設の

整備が挙げられる｡また､休職中の復帰プログラム参加や在宅勤務など､勤続支援の新たな

展開に対応 した整備も必要である｡第二に､大学や学会との連携による講座の聴講や研究生

受け入れなど､休職者の知識修得や離職者の再教育システムの検討が挙げられるO第三に､

休職中や育児中の情報交換ネットワークの構築､必要に応 じ研究者や補助者の派遣等を可能

にする人材バンクシステムの構築など-の支援が挙げられる｡

本節では､5.2.1節で活躍分野の拡大について､5.2.2節で活躍年数の拡大について､5.2.3

節で職階の拡大について､5.2.4節でキャリアパスの多様化について述べる｡

a) 分野の拡大

分野の拡大は､女性の潜在可能性を試そうと意識的に取り組むか否かにかかってくる｡最

初の-歩を踏み出さなければ､受け入れ態勢はいつまでたっても整わず､適性を持つ者を見

過ごすおそれがあり､また人員配置面で柔軟性に欠けることから人数増のネックになる可能

性もある｡

取り組みの第一は､女性には難しいとされてきた部署についても､｢難しい要因は不変なの

か､工夫の余地はあるのか｣など､女性に活躍してもらうにはどうすれば良いかという視点

を持つことである｡そうした検討により生産現場の技能職で女性進出が進んだ例もあり､技

術系総合職についても同様の検討がありえると考えられる｡第二は､やる気と適性のある女
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性が出てきたとき､その人をいかにうまく育てていくかという点である｡どこから始めどう

展開するか､状況や周囲の反応などを勘案しつつ育てていく姿勢が鍵である｡やる気のある

女性と良い指導者たる上司の組み合わせで､新たな領域が生まれ､状況が変化する可能性が

ある｡

生産現場-の配属は現時点では困難という企業では､今後分野拡大を図るとしたら､まず

は生産現場の開発部門､試作など､生産現場と関わりの深い部門-の配置により下地を作る

ところから始めるのが有効と考えている｡実際に生産現場の開発部門まで女性が進出してい

る先行例もある｡また､4.3.2項で述べたように､生産技術部門で本社スタッフから始め､数

年後生産現場配属を始めた例もある｡こうした先行事例を参考に､各企業が個々の事情に見

合った対策の検討が望まれる｡

b) 年数の拡大

○育児休職中の支援

スムーズに復職するためには､専門分野の情報､両立に関する情報､業務の進捗情報､会

社の一般情報など､さまざまな情報が必要とされている (表6-2)｡

支援策としては､第-に､スキル維持-の支援が挙げられる｡長期休職のハンデは能力と

やる気さえあればキャッチアップ可能であり､問題は､体力的にも精神的にも大変な状況の

中でいかにして気力､持久力を保つかであると人事担当者は考えている｡ハンデを少しでも

軽減する支援を行 うことは､効率的な活用の意味からも､また復職後の退職を防ぐ意味から

も重要と考えられる｡

一例として休職中の復職部署との関わりを取り上げると､女性の中には休職中も部署とつ

ながりを持つべきと考える者もいれば､生後 1年間は育児で手一杯であり仕事をする余裕は

ないと考える者もいる｡最も希望が多いのは､ネットワークを通じて本人が望むときに情報

表 6-2 スムーズに復職するための方法､支援 (単位:人)

子供あり

子供なし

2

4

LO
Cr)11

2

3 1

8

4

2

1 1
6
1 1

17
6

2

11
7 2

1
別
l

6 8

11

LO
11

▲
-

1
7 2

3 4

8
3

7
3

表 6-3 復職する部署との休職中の関わり方 (単位:人)

休 社 中 荏 通 ネ 顔 と会 れ 不 &* 加休 づ 出 必 無 計
莱 は 途 宅 じ ツ 階現社 た安 供 ま は職 く社 要 記

中 意 義に也 勤 情 ト 的萱蓋握 い と のか 不 中 り後 な 入

子供あり

子供なし

36 20 1 1 2 3 1
22 17 3
58 37 1 1 2 3 1 7
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を入手できるような体制である (表 6-3)｡次に希望の多い復職少し前から徐々に復帰すると

いう段階的な参加については､それを可能にする保育制度となっていないので非現実的であ

るという女性の意見がある｡在宅勤務については､仕事量や納期を調整し､効率の追求では

なくあくまでも休職者のスキル維持を目的としたものであれば､育児休職中の在宅勤務は可

能と人事担当者は考えている｡しかし､適用できる業務が限られ､コンピュータ関連業務以

外では実際には難しい｡

第二に､業務に関連する情報収集や知識修得-の支援が挙げられる｡在宅勤務が困難で実

務から完全に離れる場合でも､さまざまな情報や知識を得て視野を広げることにより別の面

でのプラスが期待できる｡休職中でも子供を一時的に預け､大学や学会などとの連携により

幅広く学ぶことができれば､専門分野の新たな発想を得たり､自分の守備範囲を広げたりす

るきっかけになると考えられる｡育児休業取得者が女性に大きく偏っている状況が変化する

可能性もあろう｡

第三に､精神面の支援が挙げられる｡女性は､職場の上司や同僚との情報交換､育児と両

立させている者同士の情報交換を希望している｡実際に女性の多い企業では､コンピュータ

ネットワークを利用した情報交換の場を設けている例や育児との両立に関する季刊誌発行を

行っている例がある｡

自宅のコンピュータから社内LAN-のアクセスは､職場との連絡や情報交換､育児との

両立に関わる情報の交換､業務に関わる情報入手の手段として有効であり､セキュリティ問

題はあるだろうが､技術的にも設備的にも実現可能な方法と考えられる｡

○復職後の支援

根本的な対策として､長時間労働を是正し､男女ともが仕事も家庭も大事にできるような

余裕ある就労を望む者が多い｡

復職後の支援としては､第-に保育施設の整備が挙げられる｡両立状況調査､就業意識調

査において保育施設等の量的､質的充実-の希望が最も多い｡具体的には､延長保育､夜間

保育､学童保育､病児保育の拡充､受け入れ人数や時期の拡大などが主なものである｡特に､

残業して目処のつくところまでやっておきたいといった希望が叶う柔軟性が望まれる｡

第二には､上司､同僚の育児に対する支援とそれを可能にする人事システムが挙げられる｡

上司は､望ましい体制として ｢休業､定時退社､短時間勤務等を可能にする人員配置等｣を

挙げ､現在育児を主に担っている女性は休業しやすい環境や雰囲気が必要と考えている (表

6-4)O女性-の配慮が周囲の人の負担増となる厳しい状況の中で鍵となるのは､育児を始めと

する家庭の状況を私的事項として仕事とは切り離して考えるか､それを踏まえて社員の活用

を考えるかである｡通常の人事異動で対応する､任期付の研究者 ･技術者を雇 う､部署内の

負担軽減のため定型業務を担当する支援者をアルバイ ト等で雇うなど､人事システムの中に

どう組み込んでいくか検討が望まれる｡任期付任用制度や重点研究支援協力員制度など既存

の制度の適用可能性も検討課題となりえよう｡また､組織として対応する一方で､｢制度より

は運用のフレキシビリティの方が重要｣｢職種にあった条件設定が必要｣などの意見に見られ

るように､従来の個別対応での長所である柔軟性を失わない工夫も必要である｡

第三に､雇用形態および勤務形態の多様化が挙げられる｡人事側には､正社員以外の雇用

形態も視野に入れ個々の女性の生き方に合わせて活用を考えていく必要があるとする意見が
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表 6･4 両立に必要な体制

女性部下の両立問題について望ましい体制 (技術系上司)(単位 :人)

部署内で仕事のや りくりできる範囲で女性を配属

両立しやすい部署-異動するなどの人事システム

休業､定時退社､短時間勤務等を可能にする人見配置等

保育施設等の盤備

男女が家事分担することによる負担の分散化

5
0)
Cr'
9
4

1

計 22

両立のためにぜひ必要な制度 (( )内は ｢ぜひ必要｣と ｢必要｣の計)(単位 :人)

技術系女性 事務系女性

育児休業しやすい衆境､券囲気

育児休業中の情報提供

育児休業中のスキル維持のシステム

復帰後の現部署での一定期間の負担軽妹

負担軽減した就業形態

定時退社､聴住接近のための異動

就業可能になった時点の復帰

家庭の事情を考慮した転勤

中途採用の拡大

家事分担することによる負担の分散

ll(17)

2 (16)

4(13)
2(15)
2 (6)

5(14)
2(13)
3 (6)

4(ll)
9(16)

14(19)
7(18)
2(12)
6(16)
4 (9)

15(4)
1(13)

4 (5)

4(12)

5(13)

計 21 20

表 6-5 女性が技術系人材 として能力発揮するために有効なこと (単位 :人)

SOH0 人材補充､派逮 雇用多様化 匪 就労制皮 労働条件 復職容易にする育庶 職者の理解 家族親の理解協力 本人の努力 柔軟な人事考裸 無記入 計
子供あり

子供なし

多い｡勤続のための勤務形態としては､SOHO(Smal10mceHomeOffice)､短時間勤務､

ワークシェアリング (2人で1人分の仕事を分担する)などが挙げられる｡いかにしてそれ

までの経験や技術を生かすかを念頭に置き､業務の特性に見合った形態を検討することが必

要である｡両立状況調査によれば､ネットワークを利用したSOHOを希望する女性が多い

(表 6-5)｡米国では､フルタイムとパー トタイムの処遇格差をなくし､女性が雇用形態を切

り替えながら両立を図っている例､パー トタイム管理職の例などが見られる｡

在宅勤務については､検討の始まった例や試験的に導入した例がある｡在宅勤務は､業務

の評価が難しい､自己管理が可能な者に限られる､必ずしも能率が上がるとは限らない､適

用できる業務が限られる､などの問題があり､一般的な導入は難しいと見る人事担当者が多

い｡また､在宅勤務に適当と考えられるソフトウェア開発においても､機密保持のため外部

持ち出し禁止の場合もある､仕事はきれいに分けられるものではなく随時チーム内や顧客と

の打ち合せが必要とされるなどの問題があり､今後増えるかもしれないが主流にはなりえな

いという意見が多い｡また､子供を保育所等に預けられなければ自分の睡眠時間を削るしか

なく現状では不可能という意見もある｡

国内で育児休業中のパー トタイム勤務が導入されている例がある｡これは､子供が2歳に

なるまで半日勤務や週3日勤務の形態を選択できるようにした制度で､部分的な復職と言え

る｡勤続支援のため育児休業期間を1年から2年に変更する際､2年休んで大丈夫かという
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声があり､スキル維持のため導入された｡ただし､無条件に全員に適用されるわけではなく､

適用の可否は各部門の判断に任されている｡長期の育児休業とスキル維持という相反する問

題を解決する一つの方法となっている｡

○再活躍の機会の提供

人事担当者によれば､中途退職者の再雇用は難しい｡いったん仕事から離れたら元の形で

の復職は難しく､またそこまでする必要性は現時点では感じられない｡当人が再雇用に値す

るだけの技術､能力を持っているかどうか､会社側がその人の技術､能力が欲しいかどうか

による｡｢無条件に｣では福祉になってしまうという｡両立状況調査によれば､女性自身も､

希望はともかく､現実にはいったん辞めたら技術系として価値を保つことは難しいだろうと

考える者が多く､今までの経験をベースとして幅広い分野での活躍の可能性を求めている (義

6-6,7)｡退職後の再活躍の場を思い浮かべられる女性は､薬剤師などの有資格者およびコンピ

ュータ関連業務従事者のみである｡

補助職である事務系一般職の採用を中止し派遣に切 り換えるのと同様に､技術系の補助職

に派遣､契約などの形で中途退職した女性を充てるという流れがある｡家庭を第-にして可

能な範囲内で働きたいと考える女性にとっても､また景気低迷の中で中途退職者をパーマネ

ントで採ることを蹄曙する企業にとっても良いスキームなのではないか､と人事担当者は考

えている｡

培った技術､経験をできるだけ生かすためには､何らかの形で関わり続けられるシステム

作りが重要である｡以前の在籍の如何に関わらず､個々の適性や興味に応 じて､離職中の経

験が生かされるようなところで､あるいはブランクがあまりハンデとならないところで中途

退職者の知識と経験を生かすことを考えるべきであろう｡また､復帰後は当人の能力と努力

次第で次のステップ-の道が開けることが望ましい｡両立状況調査では､大学や学会との連

携による講座や実験などのウオーミングアップシステムや人材バンクシステム-の希望が見

表 6-6 中途退職後の活躍の場として､どういう場を望むか (単位:人)

の 以 生 で 異 生 てべ 験 の仕 で家 心 に以 あ拘 分 柴 ら数 様 業 離 無 計

輿 同 待 望経 分 鴇 去経 と∴ 量 芸 ∴ 苧 ら野ーず や 理 第 年- 離繰 れ 々 務 職に期よ間 記入と関収
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1
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表 6･7 技術系としての価値を失わずに再就職するために有効なこと (単位:人)
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られる｡

また配偶者転勤に伴う退職については､配偶者の転勤に伴う配置転換､転職の可能性を広

げる経験者採用の拡大および転職が不利にならない給与や年金の体系､性別を問わない地域

限定職の新設など､ブランクなく女性が活躍できるようなシステムの検討も必要であろう｡

C) 職階の拡大

管理職登用は今後の課虜である｡今後女性がどう育っていくか､部下がどう感じるかなど

は不明である｡現在､女性管理職が集まりを作り情報交換を行っている企業､女性管理職を

増加させる目的でプログラムを設け養成する企業など､先達のないデメリットを補う試みの

先行事例がある｡

仕事の質がマネジメント-と移行する過程で個々人が対応できるか否かは性別に関わらず

生じる問題であるが､女性の管理職登用の場合は､女性自身にとっても部下となる者にとっ

ても前例が非常に少ないという状況を踏まえた上での対応が望まれる｡

a) キャリアパスの多様化

仕事と家庭にどう重点を置くかは､人により､またその時の条件によりまちまちであり､

一括りにはできない｡企業は､個々の適性､能力､家庭の条件､生き方､社会の環境整備状

況などを考慮範囲に含め､どういう人にどういう働き方を望むのか､どのようなシステムを

用意できるのか､どういう働き方をするとどういう将来があるのか､いろいろな選択肢を提

示する必要がある｡第-線で仕事を続けたい女性､育児中はペースダウンしその後完全復帰

したい女性､家庭を第-に考えて働きたい女性､数年の離職期間を経て再就職したい女性な

どに対し､将来を見据えた上で段階ごとに経験､技能に見合った活躍の場があろう｡

多様なキャリアパスを提示することで､女性が自らの意志により選択した結果がどう位置

づけられるのか､将来にどうつながるのかが明らかになり､公正に活躍機会が提供されてい

るという雰囲気が作られるであろう｡ここで残る問題は､自らの選択により自分なりのキャ

リアパスを歩むことができたとしても､家庭に重点を置いた分は仕事面ではマイナスになる

可能性が高いことである｡そのマイナスは､家庭面のプラスが補って余りあるものなのか､

育児等を評価し仕事面でマイナスにならない制度とするのか､男性も女性も同様に家庭に関

わる社会を目指すのか､今後の社会全体の問題として検討が必要となるだろう｡
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7.まとめ

男女雇用機会均等法施行後 10年余が経過し､企業に属する女性研究者 ･技術者が増加した

こと､および科学技術分野でも女性の活躍機会の拡大が取り上げられてきたことから､企業

の技術系女性社員に焦点をあてた調査を行った｡技術系女性社員を多数採用している企業を

対象として､人事担当者-のインタビューおよび女性と上司-のアンケー トによる事例調査

を行い､女性の活躍機会が拡大することの効果に対する認識､および女性の採用､配置､育

成､勤続の状況を明らかにし､現状での問題点と活躍機会の拡大に向けた今後の方向性につ

いて検討した｡

企業にとって現状に適した活用とは ｢中途退職をある程度前提とした上で在籍中にどれだ

け活躍してもらうかという方向で､仕事に打ち込めることが確実なうちはや りやすい部署で

十分に活躍してもらう｡結婚､出産後は､条件が整い育児との両立が可能な者に対しては個

別に対応する｡｣ということであった｡一方､女性や上司は､仕事の上で性別は関係なく､社

会環境や職場環境が整っていないことからくる業務限定や中途退職が課題になると考えてい

る｡

就業状況を見ると､人事側では､平均勤続年数､受け入れ態勢､女性の適性､勤続Lやす

さなどを考慮し､現状の枠内でなるべく活躍してもらおうという取り組みがなされている｡

職場では､上司は､基本的に性別は関係ないと考えているが､中には同能力なら男性の方が

良いと考える者や女性部下は使いにくいと考える者がおり､女性の中には､職域が限定され

ていると感 じる者､社外での交渉において仕事がやりにくいと感じる者がいる｡また､育児

休業に対しては､不安や負い目を感じている｡

現状は､女性の活躍の機会が社会や職場の環境に大きく左右されること､また環境の不備

が中途退職や気力低下を招くおそれがあることなど､科学技術人材として女性の能力を十分

に生かすという観点から問題がある｡

今後の課題は､男女雇用機会均等法や労働基準法の改正､雇用システムの変化などを踏ま

えつつ､女性の活躍機会の拡大を図ることである｡男女共が仕事にも家庭にも役割を果たす

ためには､職業生活の中に家庭という要素を入れなければ成 り立たない｡家庭と仕事のバラ

ンス､技術や学問分野の進歩などを考慮し､将来にわたって女性にどう活躍してもらうかと

いう観点からシステムや制度を検討し､育児等で生ずるハンデや問題を明確化しそれに対す

る可能なフォロー体制を明らかにすること､また学会や大学などとの連携によりハンデに対

するフォローを充実させ､より適性のある分野で活躍できるような態勢を整えることが､活

躍機会の拡大に結びつくと考えられる｡仕事と家庭-の重点の置き方は､個々の考え方､置

かれた環境､時間経過､経験などによって変化していくと考えられる｡その変化に応 じられ

る多様なキャリアパスを用意することは､雇用形態､勤務形態､仕事の質と量などを変えな

がら技術系としてのキャリアをつなげていけ､どの分岐点にも行き止まりでないいくつかの

道が続いているような柔軟性のある雇用を意味する｡すなわち､企業にとり次なる技術系女

性活用の形態は､｢勤続の阻害要因を取り除きどれだけ長く活躍してもらうか｣に重点を置い

たものになろう｡今までの辞めることをある程度前提とした活用､不連続なキャリアとなる

活用から ｢キャリアをつなげさせる活用｣であると考える｡そして､育児をすることが損に

ならないような社会のための検討が望まれる｡
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最後に､本調査にあたり､お忙しい中インタビューにご協力頂いた各企業の人事担当の方々､

およびアンケー トにご回答下さいました技術系女性､事務系女性､技術系上司の皆様に厚く

御礼申し上げます｡また､自由記述欄に貴重なご意見をお寄せ下さった方々に重ねて感謝申

し上げます｡

予備調査では､企業の人事担当の方々､研究開発部門の方々､技術系女性の方々に､さま

ざな情報とご意見を頂きました｡ここに厚く御礼申し上げます｡
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